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被告国は，本準備書面において，原告 らの損害総論の主張に対す る反論 として，福

島第一発電所事故 との関係で損害賠償の対象 とな り得る精神的苦痛の範囲な どについ

て主張す る。

なお，略語については，本準備書面で新たに用いるもののほかは，従前の例による。

参考までに本準備書面の末尾に略称語句使用一覧表を添付す る。

第1は じめに

原 告 らは ，本 件訴 訟 において，被告国及び被告東電に対 し，福島第一発電所

事故 によって，放射性物質による土壌等への汚染が生 じただけではなく，原告

らが居住す るいわき市の豊かな自然環境 ， 日々の安定 した生業が破壊 されたこ

とによって，包括的生活利益 としての平穏生活権 （原告 らが居住 していた地域 に

おいて平穏で安全な 日常的社会生活 を送ることができる生活利益）が侵害 され，

精神 的損害 を被ったな どと主張 して，いわき市での平穏 な生活 を奪われたこと

な どによる精神 的苦痛に対する慰謝料 に対す る損害賠償の支払 を求めている（訴

状第3章 第1・41な い し71ペ ー ジ，2016（ 平成28） 年3月9日 付 け原

告 ら準備 書面 （31） ，同年5．月9日 付 け原 告 ら準備書 面 （32） ，2018（ 平成

30） 年5月30日 原 告 ら準備 書面 （56） 等）。

しか しな が ら， 平成23年8． 月5日 付 け 「東 京電 力株 式会社 福 島第一，第二

原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」（以下 「中

間指針」 とい う。 乙C第2号 証 ），同年12月6日 付 け 「東京電力株 式会社福 島

第一 ，第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関す る中間指

針追補 （自主的避難等に係 る損害について）」 （以下 「中間指針第一次追補」 とい

う。 乙C第3号 証 ），平成24年3月16日 付 け 「東京 電力株式会社 福 島第一，

第二原子力発電所事故に よる原子力損害の範囲の判定等 に関す る中間指針第二

次追補 （政府による避難区域等の見直 し等に係 る損害について）」 （以下 「中間指

針第二次追補」 とい う。乙C第4号 証）及び平成25年12月26日 付 け 「東京
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電力株式会社福 島第一，第二原子力発電所事故 による原子力損害の範囲の判定

等に関す る中間指針第四次追補 （避難指示の長期化等に係 る損害について）」 （以

下 「中間指針第四次追補」 とい う。 乙C第5号 証 。 なお ，以 下， 中間指針 ，中

間指針第一次追補，中間指針第二次追補及び 中間指針第四次追補 を併せて 「中

間指針等」 とい う。）は，原子力損害賠償紛争審査会 （以下 「原賠審」 とい う。）

における法律，医療又は原子力工学等に関す る学識経験 を有する者 による審議

を経た上で策定 された ものであ り，低線量被ば くに関する合理的な知見 を基に

設定 した避難区域等 を前提 として， 自動車損害賠償責任保 険にお ける慰謝料や

民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準による期 間経過に伴 う慰謝料の変動状況

等を参考に賠償 の 目安を示 した ものであることか らす ると，中間指針等で示 さ

れた賠償の範囲や項 目の 目安は，裁判規範 ではない ものの，合理的な内容 を定

めたものとい うことができる。

また，中間指針等に関する策定経過の議事録＊1を子 細 に検 討す る と， 中間指

針等 の策定に当たっては，被災者救済に力点 を置いた政策的観点が加味 されて

お り，このことか らしても，中間指針等で示 された賠償の範囲や項 目の目安は，

被災者 に十分配慮 したもの とい うことができる。

したがって，中間指針等で示 され た賠償 の 目安を超 える部分については，個

別事情に基づ く主張立証がな されない限 り，福島第一発電所事故 との間に相当

因果関係が認 め られ る損害 とはいえない。 しかも，被告国が二次的かつ補完的

責任 を負 うにす ぎない ことに照 らせ ば，被告国の賠償責任 の範 囲や額は，第一

次次責任者である被告東電に比 して，相当限定 された もの となるとい うべ きで

ある。

＊1全 議 事 録 に っ い て ， 文 部 科 学 省 の ホ ー ム ペ ー ジ （www．mext．go．jp／b ＿menu／shingi／chous

a／kaihatu／016／giji ＿1ist／ ）に て 公 開 され て い る 。
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以下では，放射線及び放射線被ば くの健康影響 （第2） ，放射線 防護 の考 え方 （第

3），被告 国が避難 を指示 した 区域等 （第4） ， 中間指針 等 で示 された精神 的損害

の内容 （第5） につい て主張 した上 で，健康影響の リスクが他の要因による影響

に隠れて しま うほ ど小 さい と考 えられ るような低線量被ば くに対す る不安感 に

ついての賠償 の考 え方 （第6） を主 張す る とともに， 中間指針等の策定経過や内

容 を踏 まえつつ， 自主的避難等対象 区域及び被告国による避難等の指示等 に基

づ く避難指示等対象区域 （同対象 区域 の定義は後記第4の とお り。 ）の区域 ごと

の居住 者 に対す る賠償 の考 え方や （第7， 第8） ， 区域外 居住者 の精神 的 苦痛に

対する賠償の考え方 （第9） ，いい わ き市 の豊 か な 自然 環境 ， 日々の安定 した生

業 を破壊 され たことな どに対す る慰謝料 （第10） につ いて主張 し， さらに，被

告 国 と被告東電 との立場 を前提 とした賠償責任 の範 囲について も主張す ること

とする（第11） 。

第2放 射 線及び放射線被 ば くの健康影響

放射線 に関 し，放射線 と人間 との関わ りとい う視点か ら，放射線被 ば くの

人間に及 ぼす影響 の問題 を中心 に主張す る。

1放 射線 の種 類 とその性 質

（1）原 子 核 の崩壊 や 核 分 裂反 応 の ときに放 出 され る粒子や電磁波 のことを放

射線 とい う。放射線 を発生す る能力の ことを 「放射能」 といい，放射性物

』質 とは
，かかる放射能 を有す る物質の ことをい う。 ただ し，放射性物質 を

指 して 「放射能」 とい う用語 を用いることもある。

放射線 には，以下の とお り，アル ファ線，べ一 タ線，ガ ンマ線，エ ック

ス線，中性子線等がある（丙A第1号 証63ペ ー ジ）。

アル フ ァ線 は， 陽子2個 と中性 子2個 とが 結 びつ い た 「アル フ ァ粒子」

の流れであってプラスの電気 を帯びている。
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べ一 タ線 は，原子核か ら高速 で飛び出す電子 の流れであってマイナスの

電気 を帯びている。

ガ ンマ線 は，原子核 か らアル フ ァ粒子やべ 一タ粒子が飛び 出 した直後 な

どに，余 ったエネルギーが電磁 波（光子）の形 で放 出 され るもので，光子 の

流れである。ガ ンマ線 は，電気 を帯びていない。

エ ックス線 は，原子核外 の励 起 した軌道電子か ら放 出 され る電磁波であ

る。エ ックス線は，電気 を帯びていない。

中性子線は，核分裂等 に伴い放 出され る中性子の流れ であって，電気的

に中性である。

（2）前 記 の よ うに，放 射 線 に は複 数 の種類が あるところ，以下の とお り，物

質 をす り抜ける力を意味す る 「透過力」に差がある（丙A第1号 証63，6

4ペ ー ジ）。

ア ル フ ァ線 は，物 質 の 中を通 る際の電離作用（アル ファ線 が，その周囲に

ある数多 くの原子の電子 をは じき出す作用）によって周 囲の原子にエネルギ

ー を与 えるな どして急速 にエネルギーを失 うため，透過力 は極 めて小 さく，

空気 中で も数セ ンチ メー トル しか進む ことができない。そのため，紙 によっ

て遮 ることができる。

べ 一タ線 は，アル ファ線 に比べ る と透過力 はかな り大 きいが，空気 中で

も数十セ ンチメー トルない し数 メー トル程度 しか透過で きない。そのため，

数 ミリメー トルない し1セ ンチ メー トル程 度 の厚 さの アル ミニ ウムや プラ

スチ ックの板で遮 ることがで きる。

ガ ンマ線やエ ックス線 は，物質 の中を通 る際に，物 質の電子 と作用 して

吸収 された り散乱 させ られ た りす るものの，アル ファ線やべ一 タ線 と異 な

り電気 を帯びていないため，強い透過力 がある。 ただ し，鉛や厚い鉄 の板

によって遮 ることができる。
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中性子線 には更 に強い透過力が ある。 しか し，物質 の中の原子核 と衝 突

してその原子核 をは じき飛ば した り，原子核 の中に吸収 された ことによ り

減衰す るため，水や コンクリー トに よって遮 ることができる。

2放 射 線 の量 を表す単 位

放射 線 に 関す る単位 として は，以下の とお り，ベ ク レル（Bq） ， グ レイ （G

y）， シー ベル ト（Sv） 等 が あ る（丙A第1号 証64ペ ー ジ）。

ベ ク レル は ，放射 能 の強 さを表す 単位で あ り，1秒 間 に1個 の原 子 核 が崩

壊 す る こ とを1ベ ク レル と数 え る。 かつ て は ， キ ュ リー（Ci） とい う単 位 が

用 い られ た。 なお ，1Ci＝3．7×1010Bq（370億Bq） で あ る。

グ レイ は， 放 射 線 のエ ネル ギーが どれ だけ物質（人体 を含 む）に吸収 され た

かを表す単位（吸収線量の単位）であ り，1キ ロ グ ラム 当た り1ジ ュール （J）の

エネ ル ギー吸 収 が あ った ときの線量 を1グ レイ とす る（1ジ ュール は0、24

カ ロ リー （cal） で あ る。）。 かつ て は， ラ ド（rad） とい う単位 が用 い られ

た。 なお ，1rad＝0．01Gyで あ る。

シーベ ル トは ，放 射線 の生物学的影響 を示す単位 （等価線量＊2や 実効線 量 ＊3

の単位）で あ る。1グ レイ の ガ ンマ線 に よっ て人 体 の組織に生 じるの と同 じ生

物学的影響を組織に与 える放射線 の量を1シ ーベ ル ト（＝1000ミ リシーベ

ル ト）とす る。 人体 が放 射線に よって受 ける影響は，放射線 の種類 によって異

な るため，ガ ンマ線 を基 準に している。 かつて は， レム（rem） とい う単位

＊2人 体の各組織が放射線を被ばくする時，その組織に対する生物学的効果を勘案 した放射線の線量。

＊3人 体の全ての特定 された組織及び臓器 における等価線量の組織加重合計（丙A第241号 証用語解

説G5ペ ージ）。身体の放射線被 ばくが均一又は不均一に生 じた ときに，被ばくした組織及び臓器

で吸収 された等価線量を相対的な放射線感受性の相対値 （組織加重係数）で加重して全てを加算 した

もの。
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が用い られた。なお，1rem＝0．01Svで あ る。

3自 然放 射 線 と人 間生 活

自然 界 の あ らゆる ところに，そ して常に，放射線 が存在 し，人類 は，その

誕 生の ときか ら現在 に至 るまで絶 えず 自然放射線 を被 ば くし続 けなが ら生活

して きた。 したがって，原子力発電等が開発 されて初めて放射線 を被 ば くす

るよ うになったのではない。

す なわち， 自然界 には，宇宙線 と呼 ばれ る宇宙か らの放射線，地殻 を構成

してい る花 商岩，石灰岩 ，粘土等の中に含 まれ る放射性物質 か ら放 出 され る

放射線，人間が摂取す る飲食物等の中に含 まれ る放射性物質 か ら放出 され る

放射線等が存在 し，人類 は これ ら自然界か らの放射線 を絶 えず被ば く し続 け

てい る（丙A第1号 証64，65ペ ー ジ）。

自然 放射 線 量 は， 地域 等 によってかな りの差があ る。我 が国の場合 ，宇宙

線 と大地か らの放射線 と食物摂取か ら受 ける放射線量（ラ ドンな どの吸収 によ

るものを除 く）の合計量は，例 えば，関西 ではやや高 く，年間1．02ミ リシ

ーベ ル トか ら1 ．16ミ リシー ベ ル トで あ り， 関東 で は，年 間0．81ミ リ

シ ーベ ル トか ら1．06ミ リシー ベ ル トと比 較 的低 く，福 島県では年間1．

04ミ リシーベ ル トで あ り， 日本 人 が受 ける 自然放射線量は，全 国平均で，

一人当た り2 ．1ミ リシー ベル トで あ る とされ る（ラ ドンな どの吸収に よるも

の を含む。）。世界の場合，例 えばブラジルのガ ラパ リの よ うに高い放射線量

を記録 している地域 もあ る（ガラパ リでは，大地か らの自然放射線量だけで年

間約10ミ リシーベ ル トで あ る。）。 なお ，世界の人 々が受 ける全ての線源か

らの 自然放射線の量は，平均で2．4ミ リシー ベ ル ト程 度 と され てお り，福

島県 における 自然放射線量 よ り1ミ リシーベ ル ト以 上 高 い。 そ の 内訳 は，宇

宙線か ら年 間0．39ミ リシーベ ル ト， 大地 か ら年 間0．48ミ リシー ベル

ト， 空 気 中の ラ ドンか ら年間1．26ミ リシー ベ ル ト，飲 食 物 等 に よ り体内
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に取 り込 まれ る放射性物質か ら年間0．29ミ リシー ベ ル ト等 と され て い る

（丙A第1号 証65ペ ー ジ， 乙A第151号 証62な い し65ペ ー ジ）。

この よ うに ， 自然 放 射線 による一人当た りの被ば く線量は，居住地域や 生

活様式 によってかな りの差異 を生 じてい るが， 自然被 ば く線量 が多い こ とに

よって，放射線 の被 ば くに よって生 じ得 る障害が多 く発生す るとい う科 学的

証拠は得 られていない（丙A第1号 証65，66ペ ー ジ， 乙A第151号 証6

6ペ ー ジ）。

4人 工放 射線 と人 間生 活

人 間 が 日常生活 を営んでい く上にお いて被ば く してい る放射線 には，前記

の 自然放射線以外 にも，種々の人 工放射線がある。例 えば，全身 をCTス キ ャ

ン した場 合 ，1回 で12．9ミ リシー ベル ト被 ば くす る こ と となる（丙A第1

号 証65ペ ー ジ， 乙A第151号 証62ペ ー ジ）。

5放 射 線被 ば くに よ る人体へ の影 響について

（1）確 定的影響 につ いて

放射 線 防護 の分野 においては，放射線被 ば くによる有害な健康への影響 は

確定的影響 と確率的影響 とに分類できるとされてい る（国際放射線防護委員会

（ICRP） の2007年 勧告 〔丙A第241号 証 〕7ペ ー ジ）。

確 定的影 響 とは， 「『もし線量が十分に大きければ，組織の機能を損 な うの

に十分な細胞喪失を引き起 こす』放射線 による細胞致死の結果か ら生 じる健

康影響である。」 とされ る（ICRP「Publication82長 期放

射線 被 ば く状 況 にお け る公 衆の防護」 （以下 「1999年 勧告」 とい う。丙A

第242号 証9ペ ー ジ）。 そ して， 「ほ とん どの臓器 ・組織は相 当な数の細胞

が失われて も影響 を受けない。 しか し，失われた細胞の数が十分多いと，組

織機能の喪失の結果現れ る観察 しうる障害が発生す る。 こ うした障害を引き
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起 こす確率は低線量ではゼ ロであるが，ある レベル の線量 （しきい値）＊4を超

え る とそ の確 率 は急 速 に1（100％ ）にまで上昇 す るであ ろ う。」，「組織 ・臓

器 内のかな りの細胞が死んだ り，正常に再生 し機能す ることが妨げられた り

す ると，臓器機能の喪失 （中略）に至 るであろ う。」 とされている（ICRPの

1990年 勧告 〔丙A第243号 証〕5，15，17，18ペ ー ジ）。臓器 ご

との しきい値 は，臓器 ごとに具体的な線量が示 されてお り，これ らの しきい

値は，いずれ も100ミ リシーベル トを超 え，5000ミ リシーベ ル トか ら

6000ミ リシーベル トに達す るもの もある＊5。

（2）確 率的影響 について

確 率 的影響 とは，「放射線被 ばくによって引き起こされた細胞の修飾 の結果

として起 こるか もしれない健康影響 をい う。」 とされ る（丙A第242号 証 ）。

1990年 勧 告 は，放射 線 に起 因す るが んの発症の確率は，確定的影響 の し

きい値 よ りも十分低い線量であっても，線量におよそ比例 して線量の増加分

とともに上昇す るとしている。すなわち，放射線被ば くで損傷 した細胞が長

い潜伏期 を経て悪性状態 となってその増殖が制御 されな くなる（がんを意味す

る。）ことがあ り，その確率は放射線の影響 により損傷を受けた細胞の数 によっ

て左右 される としてい る。また，遺伝的情報を持った細胞に損傷が発生する

と，遺伝的影響が生 じる場合 もあるとしている（丙A第243号 証6，15，

＊4国 際放射 線防護委 員会 （ICRP） の2007年 勧告 （丙A第241号 証127ペ ージ 「表A．3．

4」 には，1回 の被 ば くで1％ の個 体 に発生す る と推定 され る吸収線量 につい て，組織 ごとの しき

い値 の推 定値 が示 されてい る。

＊5確 定的影響 があ る とい うの は，放射 線被 ば くに よ り組織 ・臓器 内の細胞 が傷 つ け られ て臓器 の機

能 等が損 なわれ るこ とを意 味 し，確率的影響 におい て問題 とな るよ うな被 ば くの影響 に よ り細胞 が

悪性状態 とな ってがんが発生す る場合 とは異な る。

12



19ペ ー ジ）。

確 率的影 響 につい て は，確定的影響におけるよ うな しきい値は想定 されて

お らず，また，「放射線被 ばく者 においては，がん（お よびい くつかの臓器の

良性腫瘍）以外の確率的影響は放射線 によって誘発 されない と思われ る。」 と

されている（同号証20ペ ー ジ）。

平成23年12月22日 付 け 「低線 量被 ば くの リス ク管理 に関するワーキ

ンググループ報告書」 （丙A第244号 証 ）は， 「広 島 ・長 崎 の原爆被爆者 の疫

学調査の結果か らは，被 ばく線量が100ミ リシーベル トを超 え るあた りか

ら，被ば く線量に依存 して発 がんの リスクが増加することが示 されている。

国際的な合意では，放射線に よる発がんの リスクは，100’ ミ リシーベル ト

以 下の被 ば く線 量では，他の要因による発がんの影響 によって隠れて しま う

ほど小 さいため，放射線による発がん リスクの明 らかな増加 を証 明すること

は難 しい とされ る。疫学調査以外の科学的手法で も，同様 に発がん リスクの

解明が試み られているが，現時点では人の リスクを明 らかにす るには至って

いない。」 としている（同号証4ペ ー ジ）。 なお ， ここでい う100ミ リシーベ

ル トの被 ば くにつ いて の評価 は，短時間に被ば くレた場合の評価であるが，

低線量率の環境で長期間にわた り継続的に被 ばくし，積算量 として合計10

0ミ リシーベ ル トを被 ば く した場 合 は，短時間で被 ば くした場合 よ り健康影

響が小 さい と推定 されている（同ページ）。

もっとも，2007年 勧 告 は，実 用的 な放射線 防護 体 系を勧告す る目的か

ら，「約100mSvを 下回 る線 量 にお いては， ある一 定の線量の増加 はそれ

に正比例 して放射線起因の発がん又は遺伝性影響 の確率の増加 を生 じるであ

ろ うとい う仮定」（LNTモ デル とい われ る仮説 であ る。）を前提 としている（丙

A第241号 証17ペ ー ジ）。 ただ し，ICRPは ， 「LNTモ デル が実用 的

なそ の放射 線 防護 体 系において引き続き科学的にも説得力がある要素である

一方
，このモデルの根拠 となっている仮説 を明確に実証する生物学的／疫学
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的知見がす ぐには得 られそ うにない とい うことを強調 してお く。 （中略）低線

量における健康影響が不確実であることか ら，委員会は，公衆の健康を計画

す る目的には，非常に長期間にわた り多数の人々が受けた ごく小 さい線量に

関連す るかもしれないがん又 は遺伝性疾患について仮想的な症例数 を計算す

ることは適切ではない と判断す る（中略）。」 としていること（同号証17ペ ー

ジ）に留意 す る必 要 が ある。 すなわち，前記のLNTモ デル の仮説 は， 「科 学

的 に証 明 された真実 として受け入れ られているのではなく，科学的な不確か

さを補 う観点か ら，公衆衛生上の安全サイ ドに立った判断 として採用 されて

いる」のである（丙A第244号 証8ペ ージ）。

（3）放 射線被ば くと生活習慣 によ るがんの リスク

前記の とお り放射線被 ばくは発がん リスクを増加 させ るおそれのあるもの

であるが，がんの原 因因子は，放射線被 ばくに限 られず，喫煙，肥満，運動

不足等の生活習慣によっても発がん リスクは増加す る。

国立がん研究センターが取 りま とめた 「わか りやすい放射線 とがんの リス

ク」 （2014年7月 改訂版 ，丙A第245号 証 ）に よれ ば，放射 線被 ば く と

生活習慣によってがん（全部位）になる相対 リスクについては，

1000－2000ミ リシ ー ベ ル トの 被 ば く1．8

喫 煙 者 ， 大 量 飲 酒 （週450g以 上 ）L6

500－1000ミ リ シ ー ベ ル トの 被 ば く1．4

大 量 飲 酒 （週300－449g）1．4

や せ1．29

月巴滞苛1．22

200－500ミ リ シ ー ベ ル トの 被 ば く1．19

運 動 不 足1．15－1．19

高 塩 分 食 品1．11－1．15

100－200ミ リ シ ー ベ ル トの 被 ば く1．08

ユ4



野菜不足1．06

受動喫煙 （非喫煙 女性）1．02－1．03

とされ ，100ミ リシー ベル ト未満 の被 ば くにつ いては 「検出困難」 とされ

ている（同号証2枚 目）。 なお ， これ は放射 線被 ば くと生活習慣による発がん

リスクを客観的に比較 したものである。

（4）小括

以上 の とお り，国際 的 な合意に基づ く科学的な知見によれ ば，臓器 の機能

障害等の確 定的影響 は，特定の臓器 に関す るしきい値 を超える被ば くがあっ

た場合や，少 なくとも100ミ リシーベ ル トを超 えた場合 で ない限 り，認め

られない と考えられている。

また，がん発症 の確率的影響 について も，少 なくとも100ミ リシーベル

トを超 えない 限 り， がん発症の リスクが高まる との確立 した知見は得 られて

いない し，2007年 勧告 等 で述べ られ てい るLNTモ デル も，飽 くま で科

学 的 な不確 か さを補 う観 点か ら，公衆衛 生サイ ドに立った判断 として採用 さ

れているものにす ぎないことが明言 されているものである。

第3放 射線防護の考 え方

1国 際放射線 防護 委員会 （ICRP） の勧告 に よる放射線 防護 の考 え方

国際放射線防護委員会 （ICRP） とは，1928年 に設立 され た 「国際X線

・ラ ジ ウム防護 委員 会」 を基 に，科学的見地に立って，電離放射線の被ば くに

よるがん等の疾病の発生 を低減 し，また，放射線による 自然環境への影響 を低

減 し，公益に資す ることを目的 として1950年 に設 立 され た英 国の独 立公 認

慈善事業団体である。

ICRPは ，主委員 会 と常設 の5委 員会 （放射線 影響 ，被 ば く線 量，医療放射

線防護，勧告の適用，環境保護）及びそのタスクグループで事業を進めてお り，

メンバーは各分野の専門家によって構成 され，事業の成果は，委員会勧告や委
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員会報告 として出版 されている。また，ICRPの 活 動資金 は，放射線 防護 に

関心 の ある多 くの機 関か らの寄附 と出版物の印税で賄われてい るが，寄附はI

CRPの 独 立性 の尊重及び活動計 画，委員選任への不介入が条件 とされている。

そ して，ICRPの 主委員 会 の勧 告 は ，我 が 国 を含 む世界各国の放射線被ば

くの安全基準作成の際に尊重 されていることか ら，以下，同主委員会における

放射線防護 に関す る勧告の概要について説明するが，最新の勧告である200

7年 勧告 は，1990年 勧告 の考 え方 を基本 としつつ ，後の知見の集積 を踏ま

えて改訂 された ものであるため，1990年 勧 告 か ら2007年 勧 告 に至 るま

での勧告 の概 要及 び勧告の考 え方にっいて順次述べた上で，福 島第一発電所事

故に対す るICRPの 見解 につ いて も主張す るこ ととする。

（D1990年 勧告 （丙A第243号 証）

ア1990年 勧告の位置 づ け

ICRPは ，1977年 にそ の基 本勧 告 をPublication26

と して刊行 したが ，それ 以 降の進展等を踏 まえ，1990年11． 月に主委

員会 にお いて新勧 告 を採択 してお り，これが1990年 勧告 であ る。

イ1990年 勧告が前提 と して いる考 え方 について

（ア）勧告の適用範囲と放射線防護の主たる目的について

1990年 勧告 では，勧告 の対象 について， 「以前の報告書 と同 じく電
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離放射線＊6に対す る防護 に限定 され て い る。委員会は，非電離放射線源

に対 し十分 な管理を行 うことの重要性 を認 めているが， しか しこのこと

は委員会の扱 う範囲外の事柄 である と引き続き考えてい る。委員会はま

た，人類が直面 している多 くの危険の中の一つである電離放射線だけに

このよ うに集 中することは，無用の不安 を引き起こす種になるかも しれ

ないことを認識 している。それゆえ委員会 は，電離放射線は恐怖 ではな

く注意 をもって取 り扱 う必要があ り，そ して，放射線の リスクは他 の リ

スクと釣 り合 いを保 つべきである， とい う委員会の見解 を強調 したい。

電離放射線に対す る被ば くを管理するために利用できる方法は，もし適

切 に用い られるな らば，われ われすべてが さらされている一連の リスク

の うちで放射線の占める部分 はわずかにす ぎないことを保証するに十分

なものである」 （同号証3，4ペ ー ジ （14））と述べ た上 で，放射 線 防護 の

主たる目的について，「放射線被ば くを生ずる有益な行為を不当に制限す

ることな く，人に対す る適切な防護基準を作成す ることである。 この 目

的は科学的概念に基づ くのみでは達成することはできない。放射線防護

に携わる人々はすべて，い ろいろな種類 の リスクの相対的重要性お よび

リスクと便益 とのバ ランスについて，価値判断をしなけれ ばならない。」

＊6「 電離放射線 」 とは3000兆 ヘル ツを超 える周波数 を持 ち生体組 織の分子 ・原 子 を電離 ，励 起

す るよ うなエ ネル ギー を有す る電磁波 で，アル ファ線，べ 一 タ線 ，ガ ンマ線， エ ックス線， 中性子

線 等は これ に該 当し，他方 「非電離放射線 」 とは3000兆 ヘル ツ以下の周波数 で，生体組織 の分

子 ・原 子 を電離 励 起す るよ うなエネル ギー を持た ない電磁 波で ，可視 光線 ，赤外線 ，テ レビ ・ラ

ジオ等の電磁波 が これ に該 当す る。 なお ，単に 「放射線」 と呼称 され る もの は一般 に前者 を指す と

され てお り，本準備 書面 にお いて 「放射線」 と記載 してい るもの も，電離放 射線 を念頭 に置いて説

明 して い るものであ る。
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としている（同号証4ペ ー ジ （15））。

（イ）放射線被 ば くの影響の定量的推定及び確率的影響の考え方について

また，1990年 勧告 は， 「放射線 防護 体系 を作 りあげるためには，確

率的影響の確率 と確定的影響 の重篤度が線量に伴 って どのよ うに変化す

るかを定量的に知 ることが必要である」 （同号証17ペ ー ジ （52））との見

解 を示 した上で ，確 率的影響に関 し， 「放射線被ばく者においては，がん

（およびい くつかの臓器 の良性腫瘍）以外の確率的影響は放射線によって

誘発 されない と思われ る」（同号証20ペ ー ジ （62））， 「放射線 に起 因す る

がん の確 率は，少 なくとも確定的影響の しきい値 よ りも十分 に低い線量

では，おそ らくしきい値がな く，線量にお よそ比例 して線量の増加分 と

ともに通常は上昇する」（同号証5，6ペ ー ジ （21），84ペ ー ジ （S8）），「大

部分 の ヒ トの情報 は もっ と高い線量域 （0．1な い し0．2Gyか それ以

上）で得 られ てお り， よ り低い線量で有意な結果が観察 されるのは例外に

すぎない。」 （同号証付属書B，128ペ ー ジ （B53））， 「理論的考 察 も大部

分 の利 用 可能な実験デー タな らびに疫学データも，低LET＊7放 射線 に

対す る発 が ん反 応 に しきい値があるとい う考 えを支持 しない。それにも

かかわ らず，個 々の腫瘍型 についての しきい値の存在を確信 をもって除

外す ることは， ヒ小 でも実験系で も統計的根拠か らできない。 しか し，

もししきい値が存在する としても，その値 はほ とん どのヒ トのがんにつ

いておよそ0．2Gy以 下で あ り，多分 これ よ りず っ と低いに違いない。」

＊7LET（Linearenergytransfer： 線エ ネル ギー付与 ）とは，媒体 中の荷電粒 子放射線 の平均線エ

ネル ギー損失率，す なわ ち，あ る物 質 中を通過す る経路の 単位長 さ当た りに失 う放射線 エネル ギー

をい う（丙A第241号 証用語解説G8ペ ー ジ）。各種 の放射線 の うち，X線 ，ガ ンマ線 はLETが

小 さいので低LETと い い，アルフ ァ線，中性 子線等 はLETが 大 きいので高LETと い う。
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（同号証付属書B， 同号証131ペ ー ジ （B61））との考 え方 を前提 に しっっ，

「委員会の基本的な枠組みは，線量 を確定的影響のそれぞれに対す るし

きい値 よりも低 く保つ ことによってその発生 を防止 し，また確率的影響

の誘発を減 らすためにあ らゆる合理的な手段 を確実にとることを目指す

ものである。」 （同号証31ペ ー ジ （100））として，放射線 防護 体系 を検討

している。

（ウ）放射線防護の概念的枠組みの考え方について （「行為」 と 「介入」につ

いて）

さらに，1990年 勧 告 において は， 「総放射線被 ば くを増加 させ る人

間の活動を “行為” と呼び，現在 ある被 ば くの原因に影響 を与えて総被

ば くを減 らす活動 を “介入” と呼ぶ」 （同号証32，33ペ ー ジ （106），

86ペ ー ジ （S15））こ ととし， 「行為 」 と 「介入」の両面から放射線防護体

系を構築することとしている。

（エ）被ば くの種類の考え方について

加 えて，1990年 勧 告 におい ては ，放 射線 防護 体系の構1築に当た っ

て，被 ば くの種類 を 「職業被 ばく」（仕事中に，主 として仕事の結果起こ

る被ば く）， 「医療被ばく」 （お もに診断または治療の一部 として患者が受

ける被ば く），「公衆被ば く」 （職業被 ばく，医療被 ばく以外 のすべての被

ばくを含む）の3種 類 に分類 し，それぞれ の被 ば くに対す る検討を行 って

いる（同号証33ペ ー ジ （109），86ペ ー ジ （S16））。

ウ1990年 勧 告に おける，放射線 防護 体系の一般原則について

（ア） 「行為」における放射線防護の一般原則

1990年 勧告 におい ては，前 記イ の考 え方を前提に 「行為」におけ

る放射線防護体系について，「行為の正当化」，「防護の最適化」，「個人線

量限度お よび個人 リスク限度」の一般原則を定めてい るところ，その具

体的内容は以下のとお りである。
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a「 行為の正 当化 」につ いて

「放射線 被ば くを伴 うどんな行為 も，その行為によって，被 ば くす

る個人または社会に対 して，それが引き起 こす放射線障害 を相殺す る

のに十分な便益を生むのでなければ，採用すべ きでない」 （同号証34

ペー ジ （112）（a），86ペ ージ （S18）（a））。

b「 防護 の最 適化」 について

「あ る行為内の どんな特定の線源 に関 して も，個人線量の大きさ，

被 ばくする人の数 ，お よび，受けることが確かでない被 ばくの起 こる

可能性，の3つ す べ て を，経済 的お よび社会 的要因を考慮に加 えた う

え，合理的に達成 できるかぎり低 く保つべきである。 この手順 は，本

来の経済的，社会的な判断の結果生 じそ うな不公平を制限す るよ う，

個人に対す る線量 に関する限定 （線量拘束値＊8），あ るい は，潜在 被 ば

く＊9の場合 には個人 に対す る リスクに関する限定 （リスク拘束値＊10）に

よって，拘束 され るべ きであ る」 （同号証34ペ ー ジ （112）（b），86ぺ

＊8あ る線源か らの個人線量に対する予測的な線源関連の制限値。線源か ら最 も高く被ばくす る個人

に対す る防護の基本 レベルを提供 し，またその線源に対する防護の最適化における線量の上限値 と

しての役割を果たす （丙A第241号 証用語解説G9ペ ージ）。

＊9確 実に生 じるとは予想できないが，線源の事故又は臓器の故障及び操作上の過失 を含む確率的性

質 を持っ単一事象又は一連の事象により生 じるおそれのある被ばく （丙A第241号 証用語解説G

8ペ ージ），すなわち，起こることが不確実な被ばく。

＊10（ 潜在被 ばくによる損害の確率 とい う意味で）ある線源に起因する個人 リスクの予測的な線源関

連の制限値で，線源によるリスクが最 も高い個人に対する防護の基本的 レベルを規定し，その線

源 に対す る防護の最適化において，個人のリスクの上限値 として役立つ （丙A第241号 証用語解

説G15ペ ージ）。
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一ジ （S18）（b））。

c「 個 人線 量限度 および個 人 リスク限度」について

「関連す る行為すべての複合の結果生ず る個人の被ば くは線量限度

に従 うべきであ り，また潜在被ば くの場合 には リスクの何 らかの管理

に従 うべきである。 これ らは，通常の状況ではいつ も， どの個人も，

これ らの行為か ら容認不可 と判断 されるような放射線 リスクを受ける

ことが確実にない ようにすることを目的 とす る。すべての線源が線源

での措置に よって管理が可能 とは限 らないので，線量限度 を選択す る

前に，関連す るものとして含 めるべ き線源を特定する必要がある」 （同

号証34ペ ー ジ （112）（c），86，87ペ ー ジ （S18）（c））。

（イ）介入 におけ る放射線防護の一般原則

他方，1990年 勧告 で は 「介入 」 にお け る放 射線防護体系について

は，前記 （ア）aの 「行為 の正 当化」 に対応す る一般原則 として後記aの 一

般原則 ，前記 （ア）bの 「防護 の最適化 」 に対応す る一般原則 として後記b

の一般原 則が それ ぞれ 定め られ ているが，前記 （ア）cの 「個人線量 限度お

よび個人 リス ク限度」に対応す る一般原則は定められていない。これは，

「線量限度は，行為 の管理に使 うことを意 図した もので （中略）これ らの

勧告 された線量限度，あるいは事前 に決 めた他 の任意の線量限度を，介

入決定の根拠 として使 うことは，得 られ る便益 とまった く釣 り合わない

ような方策を含むか もしれず，正当化の原則に矛盾す る」 （同号証39ペ

ー ジ （131））と考 え られ た こ とや ，後記a及 びbの 基本原則 に よって， 「介

入 が適切 な状況に対す る手引きとなる介入 レベルを導 くことができる。

これを超 えれ ば重篤な確定的影響が起 こるために介入がほとん ど必ず正

当化 されるような，あるレベルの予測線量があろう」 （同号証35ペ ー ジ

（113），87ペ ー ジ （S19））と考 え られ たか らで ある。

a「 提 案 され た介入 は ，害 よ りも益の方が大きいものであるべきであ
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る。す なわち，線量 を引き下げた結果生ず る損害の減少 は，この介入

の害 と社会的費用を含む諸費用 とを正当化するのに十分 なものである

べきである。」

b「 介入 のかた ち，規模 ，お よび 期間は，線量低減 の正味の便益，つ

ま り放射線損害の低減の便益か ら介入に関す る損害を差 し引いたもの，

を最大 とするよ うに，最適化 され るべきである。」

エ1990年 勧告 にお ける個 人線量限度 について

（ア）1990年 勧 告に おける個人線量 限度の考 え方と適用場面について

前記 ウで述べた とお り，個人線量限度は，放射線 防護体系の うち 「行

為」における放射線防護 においてのみ適用 されるものであり，「介入」の

判断においては妥 当しない ものである ところ，1990年 勧 告で は，個

人線 量限度 につい て，「線量限度の数値は，この値をわずかに超えた被 ば

くが続けば，ある決 まった行為から加 わる リスクは平常状態で “容認不

可” と合理的に記述 できるようなものとなるよ うに選ぶ， とい うのが，

委員会の意図である。」 （同号証37ペ ー ジ （123））と記述 され てい る。

その上で，1990年 勧告 では，個 人線 量限度 につ いて，「実施面では，

線 量限度の定義 と機能についてい くつかの誤解が生 じている。まず第一

に，線量限度は “安全”な範囲 と “危険”な範囲 との境界線 であると，

広 く， しか し間違 って，みなされ ている。第二に， これも広 くしか し間

違 って，線量限度 は被ば くを低 く保 ち，改善を強制す るための最 も簡単

で効果的な手法 と考え られてい る。第三に，これ は，防護体系の厳格 さ

の唯一の尺度 と通常考えられている。」 （同号証38ペ ー ジ （124））との見

解 を示 した上で， 「すべての状況下ですべてのかたちの被ば くに線量限度

をあてはめるのは決 して適切ではない。適用することは考えられていな

い，た とえば，緊急時 とか，相 当に重要な特殊作業の期間には，線量限

度のかわ りに，その場合のため特別に決められた規制機 関が定める限度，
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あるいは，その レベルになる とある決まった一連の措置 を開始する必要

のある，規定 された線量 レベルが使 われ るのが普通 である。 この ような

レベルは しば しば対策 レベル あるいは介入 レベル と呼ばれ，もっと一般

的 には参考 レベル と呼ばれて，放射線防護の手順 を体系づける有用 な手

法 となっている。」 （同号証38ペ ー ジ （125））として， その適用場 面 に関

す る考え方を示 している。

（イ）1990年 勧 告で示 された職 業被 ば くに おける個人線量限度

a1990年 勧告 は，前記適 用場 面 を示 した上で，職業被ばくの場合

の個人線量限度を設定す るに当た り，47年 とい う就 労期 間に わた り

一様 に受 ける生涯線量又は作業の各年 に受 ける年線量 とし，被 ばくの

耐容性の程度 として，容認不可 （通常の操業において，いかなる合理的

な根拠 に基づいて も被 ば くを受 け入れることができない ことを示すも

の）と耐容可 （歓迎 されないが合理的に耐えられ ることを意味す るもの）

との間の領域 における境界値 を示す こととし，全就労期間にわた り毎

年受ける年線量 としての各試行値 を定め， この年線量に対する連続均

等被 ばくの結果を検討 してい る（同号証44ペ ー ジ （149）ない し46ペ

ー ジ （153））。 ここで検 討 の対象 とされた のは，その46ペ ー ジの 「表

5作 業者集 団の被 ば くに よる損 害 の諸属性」における年齢別の計算

結果に基づき算 出され たデータであ り， この表5に よれ ば，年 実効線

量 の試 行値 は，10ミ リシーベ ル ト，20ミ リシーベ ル ト，30ミ リ

シー ベル ト，50ミ リシーベル トとされ ，全 ての作 業年にこの年線量

を受 けるとの前提で，それぞれ に47を 乗 じる と，概 算 で0．5シ ー

ベル ト，1．0シ ーベル ト，1．4シ ーベ ル ト，2．4シ ーベル トと

な り，各寄与死亡 の確率 （がんによる死亡の確率）は1．8パ ーセ ン ト，

3．6パ ーセ ン ト，5．3パ ーセ ン ト，8．6パ ー セ ン トとされ てい

る。 なお，容認不可 とされ るレベルの被ば くであって も 「事故時の よ
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うな異常な状況では受け入れ られなければな らないかもしれない。」 と

されている（同号証45ペ ー ジ （150））。

bそ の上 で，1990勧 告 は， 「委員会 は，毎年 ほぼ均等に被ば くした

として全就労期間中に受ける総実効線量が約1Svを 超 えない よ うに，

そ して その よ うなレベルに線量限度 を定めるべ きであ り，また放射線

防護体系の適用 によってこの値 に近づ くことはまれに しかないよ うに

すべきであるとい う判断に達 した。」（同号証48，49ペ ー ジ （162）），

「委員 会は ，い か なる1年 間 に も実効線 量 は50mSvを 超 えるべ き

で ない とい う付 加 条件つきで，5年 間の平均値 が年 あた り20mSv

（5年 間 に100mSv） とい う実効線 量 限度 を勧 告す る。」 （同号証4

9ペ ー ジ （166））として，職業被 ば くについ ての個人線量限度について，

いかなる1年 間に も実効線 量 は50ミ リシーベル トを超 え るべ きで は

ない とい う付加条件付 きで，5年 間の平均値 が年 当た り20ミ リシー

ベル ト（5年 間に100ミ リシーベル ト），生涯 実効線 量 が1シ ーベル

トを超 えない ことを線量限度 とした（同号証48，49ペ ー ジ）。なお ，

前記 の表5の とお り，この生涯実効線量1シ ーベル トを前提 とす る と，

「寄与死亡の確率」は3．6パ ーセ ン トとな り， がん に よる死亡の確

率が約50年 で3．6パ ー セ ン ト上昇す る こ とを意 味す る。また，生

涯被ば く（生涯線量1シ ーベ ル ト）の結果 起 こる と考 えられる確率的影

響による18歳 の人 の平均 余命 の平均 損失 は0．5年 としてい る （同号

証46ペ ー ジ）。

（ウ）1990年 勧告で示 され た公衆被ば くにおける個人線量限度

1990年 勧 告 は ，公 衆被 ば くの場合 の個 人線量限度 を設定するに当

た り， 「年実効線量が1mSv－5mSvの 範 囲の継続 した追加被 ば くの

影 響 は付属書Cに 示 して あ る。 それ らは判 断の ための基礎 としてわか り

やすいものではないが，1mSvを あま り超 えない年線 量 限度 の値 を示
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唆 している。一方，付属書Cの 図C－7の デー タは， た とえ5mSvy－1

の継続 的被 ば くに よって も，年齢 別死亡率の変化は非常に小 さいことを

示 している。」 （同号証55ペ ー ジ （191））な どと して ， これ らを根 拠 とし

て， 「公衆の被ば くに関す る限度は，1年 につい て1mSvの 実効線 量 と

して表 され るべ きで あることを勧告す る。 しか しなが ら，特殊な状況 に

おいては，5年 間に わた る平均 が年 あた り1mSvを 超 えなけれ ば，単

一年 に これ よ りも高い実効線量が許 されることもあ りうる。」 （同号証5

6ペ ー ジ （192），91ペ ー ジ （S40））との見解 を示 している。

もっ とも，1990年 勧 告 では，前記個 人線 量限度 に関 し， 「重大な事

故 による線量は，介入 によってのみ処置す ることができるので，線量限

度の対象ではない。」（同号証55ペ ー ジ （192））との見解 も示 され てい る。

オ1990年 勧告 にお ける緊急時計画及 び介入 レベルの考え方について

前記工 （ア）で述べた とお り，1990年 勧告 におい ては， 「緊急 時 とか，

相 当に重要な特殊作業の期間には，線量 限度のかわ りに，その場合のため

特別 に決め られた規制機 関が定める限度，あるいは，その レベルになると

ある決まった一連の措置を開始す る必要のある，規定された線量 レベルが

使われ るのが普通である。 このような レベル は しば しば対策 レベル あるい

は介入 レベル と呼ばれ， もっ と一般的には参考 レベル と呼ばれて，放射線

防護 の手順 を体系づける有用な手法 となっている。」（同号証38ペ ー ジ （12

5）と され てお り，個 人線 量 限度 とは別異の検討 を要するとされているが，

その詳細については， 「介入 レベルの選択 は，その措置 をとることによって

回避できる線量 をもとに して行 うべきである。回避可能な線量を事故直後

の短時間の間に推定す ることは容易ではないか ら，必要な ときに測定ない

し推定できる量に関 して誘導介入 レベルを決めてお くべ きである。介入 レ

ベル は限度 として扱 うべきものではな く，措置のための指針である。」 （同

号証79，80ペ ージ （283））とされてい る。
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力 小括

以上のとお り，1990年 勧告 で は，確 率 的影 響 につい て，放射線 に起

因す るがんの確率は， 「おそ らくしきい値がなく，線量におよそ比例 して線

量の増加分 とともに通常は上昇する」 との考え方が採 られてい るが，「しき

い値の存在 を確信をもって除外することは， ヒ トでも実験系でも統計的根

拠か らできない。」 とし，確率的影響に しきい値がな く発がんの確率が放射

線量に比例 して増加す るとの考えが科学的に証明されたものではない こと

を明らかに した上で，放射線防護体系が構築 されているものである。

また，1990年 勧 告 は，放射線 防護 体 系 の構 築 に当た り，防護 の概念

を 「行為」 と 「介入」 に分 け，それぞれ について防護の体系を示 している

が，個人線量限度の概念は，「行為」における放射線防護においてのみ適用

され，「介入」の判断においては妥当しないもの とされている。

（2）ICRPPubIication63（ 以 下 「1992年 勧告 」 とい う。

丙A第246号 証 ）

ア1992年 勧告 の位置 づ け

1990年 勧 告 では，前記 （1）オ の とお りの介入 レベル に関す る考え方が

示 されてい るところ，ICRPは ，1992年11． 月，大規模 事故 等 が発

生 した場合 に，公衆を防護するために事故後に行われるべき介入に関して，

介入 レベルについての定量的な指針 を含 んだ勧告 を採択 してお り，これが

1992年 勧告 である。t

イ1992年 勧告 で示 され た屋 内退避及 び避難の考え方について

（ア）1992年 勧告 は，屋 内退避iにつ い ては ，屋 内退 避 が実効 可能 と考え

られる時間の間に50ミ リシーベル トの回避 実効線 量 が達成できるので

あれば，屋内退避はほ とん どいつでも正当化 され るとし，避難 （1週 間未

満 ）につ いては，予測 される全身に対す る平均個人線量が1日 以内に0．

5シ ーベル トを超 え，又 は避 難期 間の間に回避 される平均個人実効線量
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が0．5シ ーベル ト若 しくは皮膚 線 量が5シ ーベル トで あれ ば，避 難 は

いつ でも正 当化 され るとしてい る。また，いずれ についても最適化 レベ

ルは回避実効線量よ り低いが10分 の1（ 屋 内退避 につ き5ミ リシーベ ル

ト，避難 につ き全 身線量50ミ リシーベル ト）を下回 る こ とはないとして

いる（同号証19ペ ー ジ （62），20ペ ージ （67），33ペ ー ジ表3） 。

（イ） 次 に，移転 につい ては，約1シ ーベル トの平均 回避 実効 線 量であれば

ほとん どいつで も正当化 され るとし，事情によってもっ と低い レベルの

回避線量でも正当化 され ることがあろ うが，「非常に重大な事故のあとで

は，移転が正 当化 され る回避線量の レベルは，この参考 レベル よりもっ

と高 くさえなるかもしれ ない。」 とし，「移転が最適化 され るときの沈着

放射能か らの線量率は，連続 した長期の被ば くに対 して1か ．月あた り約

10mSvで あ る。」 と してい る（同号証26ペ ー ジ （102），33ペ ー ジ表

3）。 “

（3）ICRPPubIication82（1999年 勧 告 。丙A第242号

証）

ア1999年 勧 告の位置 づけ

1992年 勧 告 に引 き続 き，ICRPは ，1999年9月 ，長 期放射 線

被 ば く状況 にお ける公衆の防護に関 し，介入 レベルについての定量的な指

針を含んだ勧告 を採択 してお り， これが1999年 勧告 で ある。

イ1999年 勧 告 で示 され た長 期放 射線被 ば く状況における介入の参考 レ

ベルに関する考え方について

前記 （1）ウ （イ）で述 べた とお り，介入 において も 「提案 された介入は，害

よりも益の方が大 きい ものであるべ きである。すなわち，線量を引き下げ

た結果生ず る損害の減少は， この介入の害 と社会的費用 を含む諸費用 とを

正 当化するのに十分なものであるべ きである。」 として介入の正当化を要す

る。
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そ うであるところ，1999年 勧告 で は，介入 レベル を検討 す るに当たっ

ては，世界の多 くの地域で経験 されている自然の現存年線量を基準として，

介入が正当化 されない現存年線量を用い ることが有用であるとした上， 自

然の線量の世界平均が年当た り2．4ミ リシーベ ル トで あ る一 方，世界の

諸地域では，多 くの人 口集団が年 当た りおよそ10ミ リシーベ ル ト程 度 に

まで高 め られ た線量で何年 もの間生活 していることも参考 として（同号証3

2，33ペ ー ジ （76）），ほ とん ど常に介 入 を正 当化 できる 「一般参考 レベル」

を現存年線量で100ミ リシーベル ト以 下， 正 当化 され そ うにない介入に

対す る一般参考 レベルを現存年線量で10ミ リシーベ ル ト以 下 としてい る

（同号証xi，Xi，xvペ ー ジ，36ペ ー ジ図6，53ペ ー ジ表1） 。

（4）2007年 勧告 （丙A第241号 証 ，乙A第41号 証 ）

ア2007年 勧告 の位置 づ け

ICRPは ，2007年3月 に主委員会 に よ り承認 された勧告において，

1990年 勧 告 を改訂 してお り， これ が2007年 勧告 であ る。

イ2007年 勧告 が前 提 と して いる考 え方について

（ア）放射線防護の主たる目的について

2007年 勧 告 におい て も，主 な 目的は 「被ば くに関連す る可能性の

ある人の望ま しい活動を過度に制限す ることな く，放射線被ばくの有害

な影響 に対す る人 と環境 の適切 な レベルでの防護 に貢献す ることであ

る。」 とされてお り，1990年 勧告 と同様 の 目的が述べ られ ている。

（イ）放射線被ばくの確率的影響の考 え方について

a2007年 勧 告 で も， 「放射線 防護 は，2つ の タイ プの有害 な影響 を

扱 う。 高線量は多 くの場合急性の性質を持つ確定的影響 （有害な組織反

応， （中略））の原因とな り，それはある しきい値 を超えた場合にのみ起

こる。高線量 と低線量は どち らも確率的影響 （がん又は遺伝性影響）の

原 因 となるこどがあ り，その確率的影響 は被ば くか ら長期間の後に起
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こるこれ らの影響の発生率の統計的に検出可能な増加 として観察 され

る。委員会の放射線防護体系は，第1に 人 の健 康 を防護す る ことを 目

的 としている。」， 「すなわち，電離放射線による被ばくを管理 し，制御

す ること，その結果，確定的影響 を防止 し，確率的影響の リスクを合

理的に達成 できる程度 に減少 させ ることである。」 （丙A第241号 証

7ペ ー ジ （28）（29））とされてお り1990年 勧告 と同様 に放射線防護 に

お い ては確 定的影響 と確率的影響の2つ の 問題 を取 り扱 うことを述 べ

ている。

bそ の上で，2007年 勧 告 は， 「関連す る臓器 にお け る確定的影響の

しきい線量が超過する可能性 のある状況 は，ほとん どいかなる事情の

下において も防護対策の対象 とすべきである。 （中略）100mSv近

くま で年線 量 が増加 した ら， ほ とん どいつでも防護対策の導入が正 当

化 されるであろう。」 （同号証9ペ ー ジ （35）），年 間約100ミ リシーベ

ル トを下回 る放射線 量 において，「確率的影響 の発生の増加は低い確率

であ り，またバ ックグラウン ド線量 を超 えた放射線量の増加 に比例す

ると仮定す る。委員会 は，このいわゆる直線 しきい値な し（LNT） の

モデル が，放射 線被 ば くの リスクを管理す る最 も良い実用的なアプロ

ーチであ り，“予防原則” （UNESCO，2005） にふ さわ しい と考

える。 委員 会 は， このLNTモ デル が， 引 き続 き，低 線量 ・低線量率

での放射線防護についての慎重な基礎 であると考える。」 （同号証9ペ

ー ジ （36））として，1990年 勧告 と同様 に確 率 的影 響 の評価 について

は， しきい値を設 けない考え方を踏襲 している。

もっとも，2007年 勧 告 にお いて も， 「委員 会は，LNTモ デルが

実用 的 なそ の放 射線 防護 体系において引き続 き科学的にも説得力があ

る要素である一方，このモデルの根拠 となっている仮説を明確 に実証

す る生物学的／疫学的知見がす ぐには得 られそ うにない とい うことを
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強調 してお く。 （中略）低線量にお ける健康影響が不確実であることか

ら，委員会は，公衆の健康を計画す る目的には，非常に長期間にわた

り多数 の人々が受 けたごく小 さい線量 に関連するかもしれないがん又

は遺伝性疾患について仮想的な症例数 を計算することは適切ではない

と判断する。」 （同号証17ペ ー ジ （66））， 「LNTモ デル は生物学 的真

実 と して世 界 的 に受け入れ られてい るものではな く，む しろ，われわ

れが極 く低線量の被ば くに どの程度の リスクが伴 うのかを実際に知 ら

ないため，被 ば くによる不必要な リスクを避けることを目的 とした公

共政策 のための慎重な判断であると考え られている。」 （同号証 附属書

B・154ペ ー ジ （A178））と して，LNTモ デル が科 学的 に証 明 され た

真 実 と して受 け入れ られ るのではない との前提のもとで放射線防護体

系が構築 されているものである。

（ウ）2007年 勧 告 で示 され た放射 線 防護 の概 念的枠組みの考 え方につい

て （「行為」と 「介入」の分類の変更）

1990年 勧告 か ら2007年 勧 告 ま での間 は，前記 （1）イ （ウ）の とお

り， 「行為 」 と 「介入」に分類 して放射線防護体系を構築 していたが，「行

為」 と 「介入」のいずれかに分類 しに くい被 ばく状況 も考え られ ること

等か ら，2007年 勧告 では， 「計画被 ば く状況 」，「緊急時被ばく状況」，

「現存被ば く状況」の三つの被ば く状況に基づ く体系に変更 していると

ころ，その具体的内容は以下の とお りである（同号証xviiペ ー ジ （n），4

4，45ペ ー ジ （176））。

a計 画被 ば く状 況

線源 の計 画 的操 業を伴 う日常的状況。被ばくが生 じる前に放射線防

護 を前 もって計画できる状況，及び被ば くの大きさと波を合理的に予

測できるよ うな状況である（同号証用語説明G4ペ ー ジ，63ペ ー ジ （2

53））。
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／ b緊 急時被 ば く状況

計画 的状 況 にお ける操業 中，又は悪意 ある行動 によ り発生す るかも

しれない，至急の注意を要す る予期せぬ状況。

c現 存 被 ば く状況

自然バ ックグラ ウン ド放射線やICRP勧 告 の範 囲外 で実施 され て

い た過 去 の行為 の残留物な どを含む，管理 に関す る決定を しなければ

ならない時点で既 に存在する被ばく状況。

（エ）被ば くの種類の考 え方について

2007年 勧告 は，1990年 勧告 に 引き続 き，職 業被 ば く，公衆被

ばく及び医療被ば くの三つのカテ ゴリーを採用 している（同号証45ペ ー

ジ （177））。

（オ）放射 線防護の原則

a2007年 勧告 にお い て も，1990年 勧 告 に 引き続 き，放 射線 防

護 の原則 として， 「正 当化の原則」，「防護の最適化の原則」， 「線量限度

の適用の原則」の三つの原則 を挙げ，「正当化の原則」，「防護の最適化

の原則」は，全てのカテゴリーに適用 され るもの， 「線量限度の適用の

原則」は個人の計画被ばく状況に適用 され るものとしている（同号証5

0ペ ー ジ （203））。

bま た，2007年 勧告 におい て も， 「個人線 量の レベルは，線量拘束

値又は参考 レベルの どち らか として規定され る必要が常 にある。 当初

の 目的は， これ らの レベルを超 えないか若 しくはその レベルに留まる

こと，そ して，大 きな望みは，経済的及び社会的要因を考慮に入れ，

すべての線量を合理的に達成できるかぎ り低い レベル に減 らす ことで

ある。」 （同号証55ペ ー ジ （225））， 「委 員会 は，計 画被 ば く状況 （患者

の医療被ば くを除 く）におけるこの線量 レベル に対 して，“線量拘束値

” とい う用語を引き続 き用いる
。緊急時被ば く状況及び現存被ば く状
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況 に対 しては，委員会はその線量 レベル を記述す るために “参考 レベ

ル” とい う用語 を提案す る。」 （同号証55ペ ー ジ （226））と して199

0年 勧 告 と同様 に線 量 拘束 値 を用 い ること及び 「緊急時又は現存の制

御可能な被ば く状況において，それを上回 る被 ば くの発生を許す計画

の策定は不適切 である と判断 され，またそれ よ り下では防護の最適化

を履行すべき，線量又は リスクの レベルを表す用語」 （同号証用語説明

G5ペ ー ジ）と して参考 レベル とい う用語を用いることを述べている。

その上で，2007年 勧告 は， 「拘束値や 参考 レベル に選択 された値

は，考慮 されている被ば く事情に依 るであろ う。線量拘束値 とリスク

拘束値も参考 レベル も，“安全”と “危険”の境界を表 した り，あるい

は個人の健康 リスクに関連 した段階的変化を反映するものではないこ

とを理解 しなければならない。」（同号証55ペ ー ジ （228））としてい る。

ウ2007年 勧告 で示 され た計画被 ば く状況 における線量限度

（ア）2007年 勧 告 におい て も， 「計画被 ば く状況における職業被ば くに対

して，委員会は，“その限度は定められた5年 間の平均 で年 間20mSv

（5年 で100mSv） の実効線 量 と して表 され るべ きであ り，かつ どの

1年 にお いて も実 効線 量 は50mSvを 超 え るべ きで ない” とい う追加

の規定がつ くことを引き続 き勧告す る。」 （同号証59ペ ージ （244），60

ペー ジ表6） とされ てお り，1990年 勧 告 で示 され た職業被 ば くにおけ

る個人線量限度の考え方が踏襲 されている。

（イ）また， 「計画被ばく状況における公衆被 ばくに対 しては，限度は実効線

量で年1mSvと して表 され るべ きで ある と委員会は引き続き勧告する。

しか し，ある特別な事情 においては，定められた5年 間 にわた る平 均 が

年1mSvを 超 えない とい う条件 付 きで，年 間の実効線量 として より高

い値 も許容 される。」 （同号証60ペ ー ジ （245）及 び表6） とされてお り，

公 衆被 ば くにお ける個人線量限度について も1990年 勧 告 の考 え方 が
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踏襲 されている。

エ2007年 勧告 で示 された緊急時被 ば く状 況における参考 レベル

2007年 勧告 では， 「緊急 時被 ば く状況 について計画す る際，最適化の

プ ロセスに参考 レベルを適用すべきである。」 とした上で，緊急時状況にお

いて計画 され る最大残存線量＊11の参 考 レベル につ いて は，典型 的 には予測

線量＊12と して20ミ リシーベル トか ら100ミ リシーベ ル トのバ ン ドの中

にあ る（同号証69ペ ー ジ （278），75ペ ー ジ表8「 緊急時被 ば く状況」欄）

との見解が示 されている。

オ2007年 勧告で示 され た現存被 ば く状況 における線量の参考 レベル

2007年 勧 告 では ，現存被 ば く状 況 の参 考 レベル については，予測線

量を1ミ リシーベ ル トか ら20ミ リシーベ ル トのバ ン ドに通常 設定すべき

である旨の見解が示 されてい る（同号証71ペ ー ジ （287），76ペ ー ジ表8

「現存被 ば く状況」欄）。

力 小 括

以上のとお り，2007年 勧 告 にお い て も，確 率 的影 響 を考慮するに当

たっては，LNTモ デ ル の仮 説 が放射線 被 ば くの リスク管理 において最 も

良い実用的なアプローチであるとしっつ，その根拠 となってい る仮説 を明

確 に実証す る生物学的／疫学的知見がす ぐには得 られそ うにないことを強

調 してお り，LNTモ デル の仮説 が科 学的 に証 明 され た真実 として受 け入

れ られるものでないことが明言 されている（丙B第52号 証。 以 下 「佐 々木

ほか連名 意見書」 とい う。）。

＊11防 護 戦略 が履行 され た場合 に結果 として生 じる線 量 （丙A第241号 証69ペ ー ジ （276））。

＊12緊 急 時被 ば く状況の結果 と して生 じるこ とが予測 され る総合的 な被 ば くの線 量 （丙A第241号

証69ペ ージ （276））。
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また，2007年 勧 告は，1990年 勧告 において防護 の概念 を 「行為」，

「介入」に分けていた体系か ら，「計画被 ばく状況」，「緊急時被ば く状況」，

「残存被 ばく状況」の三つの被 ばく状況 に基づ く体系に変更 している とこ

ろ，1990年 勧 告 にお いて 「行為 」 と 「介 入 」のいずれにも適用 される

としていた 「正 当化の原則」， 「防護 の最適化の原則」については，200

7年 勧 告 にお いて も，いず れ の被 ば く状況 においても適用 され るもの とし

ている一方， 「線量限度の適用の原則」については，個人の計画被ば く状況

についてのみ適用 され，1990年 勧 告 と同様 に 「介入」が必要 となる 「緊

急時被 ばく状況」，「現存被ば く状況」に対 しては適用 され ないものとして

いる。

このように，2007年 勧 告 は，新 たな知 見 を踏 ま えて1990年 勧告

を改訂 した もの で あるが，放射線防護 の考え方 は基本的に1990年 勧告

の考 え方 を変 更 してお らず， これを踏襲 した体系 となってい る（丙A第24

1号 証55ペ ー ジ （226）及び表4，60ペ ー ジ （247））。

そ の 中で，2007年 勧告 は，公 衆被 ば くに対 す る線 量限度年1ミ リシ

ーベル トにつ い て は，本件事故の発生後 のよ うな緊急時被ば く状況におい

ては適用 されず，緊急時被ば く状況における参考 レベル は予測線量20ミ

リシーベル トか ら100ミ リシーベル トまで の範 囲にあ るもの とし，また，

事故 による汚染が残存す る現存被ば く状況においては，1ミ リシーベル ト

か ら20ミ リシーベル トまで のバ ン ドに通 常設定すべ きであるとしている

のである。

（5）福島第一発電所事故 に対す るICRPの 見解 について

ICRPは ，2007年 勧 告 にて示 した かか る放射線 防護の考 え方にっい

て福島第一発電所事故を踏まえて変更す るのではな く，福島第一発電所事故

後の状況にも適用 されることを明らかに している。

すなわち，同事故後の平成23年3月21日 にICRPは 同事 故 について
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コメン トし，当該文書において，「委員会は，緊急時および現存被ばく状況 （事

故 による汚染で既に放射線源が存在 している状況）の放射線 に対す る防護が十

分保障 され るために，最適化 と参考 レベル をこれ までの勧告 か ら変更するこ

とな しに用い ることを勧告 します。」 とす るとともに， 「緊急時に公衆の防護

のために，委員会は，国の機 関が，最 も高い計画的な被ば く線量 として20

～100ミ リシーベル ト（mSv） の範 囲で参考 レベル を設 定す る こと（ICR

P2007年 勧 告 ，表8） をそのま ま変更 す る ことな しに用いることを勧告 し

ます。」 としている（乙A第42号 証）。

2福 島第一発電所事故 当時 にお ける我が国の放射線防護体制

（1）放射線 防護 に関す る規 定

我 が 国の法令において も，ICRP勧 告 を踏 ま えて，放射 線 量 の限度等が

定められている。

例 えば，福島第一発電所事故 当時，実用発電用原子炉の設置，運転等に関

す る規則においては，「管理 区域 の周辺 の区域 であつて，当該 区域の外側 の

いかなる場所 において もそ の場所 にお ける線 量が経済産業大 臣の定める線

量限度 を超えるおそれのないもの」を 「周辺監視 区域」とし（1条2項6号 ），

同 区域 につ いて は，原 子 炉設置者 が 「人 の居住 を禁止す ること。」， 「境界に

さく又は標識 を設 ける等の方法に よつて周辺監視 区域 に業務上 立 ち入 る者

以外の者 の立ち入 りを制限す ること。」の措置を講 じなければな らない とさ

れていた （8条3号 ）。 前記 「経 済産 業大 臣の定 め る線量限度」は，「実用発

電用原子炉 の設置 ，運転等 に関す る規則 の規定 に基づ く線量限度等 を定め

る告示」 （平成13年 経 済 産業省 告示 第187号 ）3条1項1号 にお いて 「実

効 線 量 につ い て は一年間 （中略）につき一 ミリシーベル ト」 とされていた。

（2）1990年 勧告及 び放射線 審議会 の意 見 を踏まえていること

この規定は，1990年 勧 告 にお ける公 衆被 ば くに対す る線量限度にっい

ての勧告につ き，放射線審議会の意見具申（丙A第247号 証 ）を踏 ま えた も
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のである。

すなわち，関係行政機 関の長は，放射線障害の防止 に関す る技術的基準 を

定めようとする ときは，放射線審議会 に諮問 しなければな らない とされてい

るところ（放射線障害防止の技術的基準に関す る法律6条 ），1990年 勧告

の国 内制 度へ の 取入れ に関す る放射線審議会の意見具 申においては，公衆被

ばくに対す る線量限度の 「取入れに当たっての基本的考え方」 として， 「公衆

の被 ばくに関す る限度は，実効線量については年1mSv， （中略）これ を規

制 体系 の 中で担保することが適当である。 このためには，施設周辺の線量，

排気 ・排水の濃度等の うちか ら，適切な種類の量 を規制す ることによ り，当

該線量限度が担保 できるようにすべ きである。」 （同号証12ペ ー ジ）とされ て

い る。

これ と同時 に，前記意見具 申は， 「1990年 勧 告で は，職 業被 ば く及び 医

療被 ばく以外のすべて被ば くは公衆被ば くとして包含す るが，公衆被ば くに

対する線量限度の適用範囲は，行為の結果受ける線量に限るものとしている。

住居 内及び屋外 のラ ドン，既に環境 中に存在す る自然または人工の放射性物

質は，介入によってのみ影響 を与えることのできる状況の例であることから，

これ らの線源 か らの線量は，公衆被ば くに関す る線量限度 の範囲の外 （中略）

であるとしている。」 （同号証15ペ ー ジ）と して1990年 勧 告 の基本 的考 え

方 を確 認 してい る。そ して，福島第一発電所事故時のような 「放射線緊急時」

における公衆の防護 については， 「線量限度は行為の管理 に使 うことを意図 し

た ものであって，線量限度 を介入決定の根拠 として使 うことは，得 られ る便

益 とは全 く釣 り合 わないよ うな方策 を含むか も知れず，正 当化の原則 に矛盾

す ることになるので，介入の必要性 ，あるいは，その規模 の決定に線量限度

を適用 しないことを勧告 している。」，「現行法令では，公衆の防護のための介

入 レベルについては特に定めていない。」 （同号証21ペ ー ジ）と して1990

年 勧告 の基本 的考 え方及 び 国内法令 の現状を確認 し， これ らを踏まえて 「取
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入れに当たっての基本的考え方」 として，「介入 レベルは法令で規定す る性格

のものではなく，現行通 り防災指針 （引用者注 ：「原子力施設等の防災対策 に

ついて」）で定めるのが適当である」 （同号証22ペ ー ジ）と してい る。

その ため， 緊急時被 ば く状況 における公衆被 ばくの防護 については，福島

第一発電所事故 当時の我が国では法令上の規定はな く，原子力安全委員会が

策定 した 「原子力施設等の防災対策について」 （防災指針）において，屋内退

避のための指標 としては10～50ミ リシーベ ル ト（外部被 ば くに よる実効線

量）または100～500ミ リシーベ ル ト（内部 被 ば くに よる小児甲状腺等価

線量の予測線量），避難のための指標 としては50ミ リシーベル ト（外 部被 ば

くに よる実効線量）または500ミ リシー ベル ト以 上 （内部被 ば くによる小児

甲状腺等価線量）が規定されていた。

（3）法令 におけ る線量限度 は計画被ば く状況に関する基準であること

以上の とお り，炉規法等における線量限度 （実効線量について年間1ミ リシ

ーベル ト）は，計画被 ば く状況における線量限度を定めた ものである。

後記第4の1及 び2の とお り，被告 国は，福 島第 一発電所事故後，年間積

算線量20ミ リシーベ ル トをもって ，避 難指 示区域等 を指定 した り，解除 し

た りする基準 としているが，この年間20ミ リシーベル トとい う基準 は， 「わ

が国においては長期 にわたる防護措置のための指標がなかったため」，原子力

安全委員会が 「計画的避難i区域 の設 定等 に係 る助言 にお いて，ICRPの2

007年 基本勧 告 にお いて 緊急 時被 ば く状況に適用す ることとされている参

考 レベル のバ ン ド20～100mSv（ 急性若 しくは年 間）の下 限で ある20

rnSv／ 年 を適 用 す る こ とが適切 で ある と判断」 （乙A第43号 証2ペ ー ジ）

した こ とを踏 ま えて決 定 された基準であるか ら，両者 を単純に比較すること

はできない。

す なわち，炉規法及び放射線障害防止法等の基準 は，計画被ば く状況にお

ける事業者 に対す る義務を規定す る基準であるのに対 して，年間20ミ リシ
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一ベル トとい う基準は，緊急時被 ばく状況，すなわち，急 を要す る防護対策

と，長期的な防護対策の履行を要求 され るかもしれない不測の状況において，

実際の実情に合 わせて柔軟にかつ最適な防護対策 を展開す るに当た り選択 さ

れた基準であ り，両基準は，性格を全 く異にするものである。

現に，ICRPは2007年 勧告 において，緊 急時被 ば く状況について，「本

来，予測できないので，必要な防護方策の本質は前 もって正確には分からず，

実際の事情 に合わせて柔軟に展開 しなければな らない。 このよ うな状況の複

雑 さと変わ りやす さは，その勧告において委員会が特別 な扱いをするのに値

す るよ うな独特な性格 を状況 に与 えている。」 （丙A第241号 証 （274））旨指

摘 してい る とお り，緊急被 ばく状況 にお ける基準 と計画被 ばく状況における

基準は比較できるものではないのである。

第4被 告 国によ る避難等の指示等 に基づ く避難指示等対象区域

1中 間 指針 を提示 した平成23年8月5日 の時 点で，被 告 国 によ る避難 等の指

示等があった後記 （Dな い し（6）の対 象区域 （後記 （5）の地 点 も含 む。）は， 以下の

とお りであった。

（1）避難 区域

避難 区域 とは，被告 国が，原災法 に基づ き，各地方公共団体の長に対 して

住民の避難 を指示 した区域であ り，福島第一発電所 か ら半径20km圏 内，

福 島第 二発 電所 か ら半径10km圏 内の 区域 で あ る。 なお ，平成23年4月

21日 に，福 島第 二発電 所 の半径10km圏 内 か ら半径8km圏 内 に縮 小 し

たほか，同．月22日 に は，福 島第一発電所 の半径20km圏 内を 「警戒 区域」

と して も設 定 している。

（2）屋 内退避 区域

屋 内退避 区域 とは，被告国が，原災法に基づき，各地方公共団体の長に対

し，住民の屋内退避 を指示 した区域であ り，福島第一発電所か ら半径20k
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mか ら30km圏 内の 区域 であ る。 なお，平成23年4月22日 ，後 記 （3）の

計 画的避難 区域及 び後記 （4）の緊急 時避難 準備 区域 の指 定に伴い，この区域指

定が解除 されている。

（3）計画 的避難区域

計 画 的避 難 区域 とは，被告国が，原 災法に基づ き，各地方公共団体の長 に

対 し，計画的な避難 を指示 した福島第一発電所か ら半径20km以 遠 の周辺

地域 の うち，福 島第 一発電所事故発生か ら1年 内に積算線 量 が20ミ リシー

ベ ル トに達す るお それ の ある区域であ り，おおむね1か 月程度 の間 に， 同区

域外 に計画的に避難することが求め られる地域である。

（4）緊急時避難準備 区域

緊急 時避 難準備 区域 とは，被告国が，原災法 に基づき，各地方公共団体の

長 に対 し，緊急時の避難又は屋内避難 が可能な準備を指示 した区域であ り，

福 島第一発電所か ら半径20km以 上30km圏 内の 区域 か ら計画 的避難 区

域 を除 いた区域の うち，常に，緊急時に避難のための立退 き又は屋内への退

避が可能な準備をす ることが求められ，引き続 き自主避難 をすること，及び，

特 に子供，妊婦，要介護者，入院患者等は立ち入 らないこと等が求められる

区域である。

（5）特定避難勧奨地 点

特 定避難勧 奨地点 とは，被告国が，住居単位で認 定 し，その住民に対 して

注意喚起，自主避難iの支援 ・促 進 を行 う地 点で あ り，計画的避i難区域及 び警

戒 区域 以外 の場所 で あって，地域的な広が りが見 られない，福島第一発電所

事故発生か ら1年 間 の積 算線 量 が20ミ リシーベ ル トを超 える と推 定 され る

空間線量率が続いている地点であ り，被告国が住居単位 で設定 した上，そこ

に居住す る住民に対す る注意喚起，自主避難の支援，促進 を行 うことを表明

した地点である。

（6）南 相馬市が住民に一時避難 を要請 した区域
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南相馬市は，独 自の判断によ り，同市内に居住する住民に対 し，一時避難

を要請 したが，地方公共団体が住民に一時避難 を要請 した区域 とは， この う

ち同市全域か ら前記 （1）ない し（4）の区域 を除い た区域 を指す。

2そ の後の避難指示等対象 区域 の見直 し

緊急時避難準備区域 （前記1の （4））は，平成23年9月30日 を もって解 除 さ

れ た。

そ の後 ，避難 区域 （前記1の （1））及 び計画 的避難 区域 （同 （3））の見直 しが行 わ

れ ，平成25年8月 には， 両 区域 のすべ て の見直 しが完了 し，両区域は，以下

のとお り，新たな3つ の対象 区域 となった。

なお，避難指示等対象区域の見直 しに併せて，警戒区域は解除された。

また，特定避難勧奨地点 （前記1の （5））は，平成26年12月28日 まで にす

べて解除 され た。

（1）帰還困難 区域

帰還 困難 区域 とは，長期間，具体的には事故後6年 間を経過 して もなお ，

年 間積 算線量が20ミ リシーベル トを下 回 らないお それのある，平成24年

3月 時点で年 間積算線 量が50ミ リシーベル ト超 の地域 であ り，将来にわたっ

て居住を制限す ることを原則 に，区域境界 において，バ リケー ドなど物理的

な防護措置 を実施す るな どして，住民に対 して避難の徹底 を求めている区域

である。

（2）居住制限区域

居住 制 限区域 とは，平成24年3月 時点 の年 間積 算線 量 が20ミ リシーベ

ル トを超 え るおそ れが あ り，住民の被ば く線量を低減す る観点か ら引き続 き

避難 を継続することを求める地域であ り，例外的に，住民の一時帰宅 （ただし，

宿泊は禁止），通過交通，公共 目的の立入 り（インフラ復 旧，防災 目的な ど）な

どを認 めている区域である。

（3）避難指示解 除準備 区域 につ いて
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避i難指 示解 除準備 区域 とは，年 間積算線量20ミ リシーベル ト以下 とな る

こ とが確 実であることが確認 された地域であ り，当面の間は，引き続 き避難

指示を継続す るが，主要道路における通過交通，住民の一時帰宅 （ただ し，宿

泊は禁止），公益 目的の立入 りなどを柔軟に認めている区域である。

3居 住制限 区域 ，避難 指示解除準備区域の解除

前記2の 見直 しに 当た って，避難 指示 を解除す る要件 を，「①空間線量率で推

定 された年 間積算線量 が20ミ リシー ベル ト以下 に な る こ とが確 実であるこ

と」， 「②電気，ガス，上下水道，主要交通網，通信 な ど日常生活 に必須 なイ ン

フラや医療 ・介護 ・郵便 などの生活 関連サー ビスが概 ね復 旧す ること，子 ども

の生活環境を中心 とする除染作業が十分に進捗す ること」，「③県，市町村，住

民 との十分な協議」 とす ることとされた。 これ を受 け，前記の3つ の要件 を満

た した と して，平成28年6月12日 ，葛尾村 の居 住制 限 区域及 び避難指示解

除準備 区域，同月14日 ，川 内村 の避難 指示解 除準備 区域，同年7．月12日 ，

南相馬 市の居住制 限区域及 び避難 指示解除準備 区域がそれぞれ解除されている。

このほか，平成29年3月31日 をもって，飯 舘村及 び川 俣 町 の居住制限区域

及び避難 指示解除準備 区域 ，同年4月1日 ， 富岡 町の居 住制 限 区域 及 び避難指

示解除準備 区域，平成31年4月10日 ，大 熊 町 の一 部 の居 住 制 限 区域及び

避i難指 示 解 除 準備 区域 ，令 和2年3． 月4日 ， 同．月5日 及 び 同月10目 に双葉

町 の避 難 指示 解 除 準備 区域並び に双葉町，大熊 町及び富岡町の帰還困難 区域

の一部がそれぞれ解除 されている。

4被 告 国が定めた避難指示 区域等 の設定基準に合理性があること

前記1及 び2で み た よ うに，被 告 国 は，福 島第一発電所事故後，年間積算線

量20ミ リシー ベル トを もって，避難 指示 区域等 を指定 した り，解除 した りす

る基準 としているが，これは，ICRP2007年 勧 告 の緊急 時被 ば く状況 の

参 考 レベルである20～100ミ リシーベル トの下 限値 を適 用す ることが適切

との原子力安全委員会の判断（第3の1（5） で述 べ た とお り，ICRPは ，20
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07年 勧告 に示 した かか る考 え方 を同事故後の状況 にも適用 され ることを平成

23年3H21日 に コメン トして い る。 ）を踏 ま えて決定 した基準であって（第

3の2（3） 参照），合理1生を有す る。

この点 ，佐 々木 ほか連名意見書 （丙B第52号 証）も， 「ICRPは ，緊急時被

ば く状 況 にお け る参 考 レベルを状況に応 じて年間20－100ミ リシーベ ル ト

枠 か ら選 定 して最適 化を行 うことを勧告 している。 日本政府はその枠の最低値

を避難／帰還基準値 に選んだ。最適化 の理論は状況 に応 じて適宜参考 レベルを

下げなが ら，平常状態への復帰 を 目指す ものである。 日本 では，年 間20ミ リ

シーベル トの低 線 量被 ば くとその健康影響や，20ミ リシーベ ル トを避 難指 示

の基準 とすることの合理性等について，平成23年11． 月か ら同年12Aに か

けて行 われ た低線 量被 ば くの リスク管理 に関す るワーキンググループにおいて

専門家を交 えて議論 された。その結果，『国際的な合意に基づ く科学的知見によ

れ ば，放射線 による発がん リス クの増加 は，100ミ リシーベル ト以下 の低線

量被 ば くでは，他の要因による発がんの影響によって隠れて しま うほど小 さく，

放射線 による発がんの リスクの明 らかな増加 を証 明す ることは難 しい。』『現在

の避難指示の基準である年間20ミ リシーベ ル トの被 ば くに よる健康 リスクは，

他の発がん要因による リスクと比べて も十分に低い水準である。』『年間20ミ

リシーベ ル トとい う数値 は，今 後 より一層の線量低減を 目指すに当たってのス

ター トラインとしては適切である。』 とす る見解が報告書にまとめ られている。」

（同号証20，21ペ ージ）としてお り，被告 国が年間20ミ リシーベル トをもっ

て避難 指示 ・避難指示解除の基準 としていることが合理的であることを裏付 け

てい る。また，福 島第一発電所事故当時，福島県南相馬市の旧緊急時避難準備

区域に居住 し，同事故により，平成23年3月11日 に避難 し， 同年8月 上旬

に帰 還 した原告 が ，被告東電に対 して，慰謝料1183万6000円 の支 払 を

求 めた事案 におい て，原告が同事故によって被 った精神 的損害 についての慰謝

料額 は，中間指針等 を踏まえた精神的損害の賠償額である184万 円 （既払 い）
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を超 えるとは認 められない として，その請求 を棄却 した東京地裁平成27年6

月29日 判 決 は， 「科学 的知 見等 に照 らせば，年 間20ミ リシーベル トの被 ば く

です ら， それが健康に被害 を与 えることを直ちに認め得 るものではな く，年間

1ミ リシーベル トの追加被 ば くが健康に影響を及ぼす と認めることはできない」

（乙C第56号 証 の1・39ペ ー ジ）と判示 して お り， これ も年間20ミ リシー

ベル トを避難等 の基準 としていることの合理性 を裏付けるものである。

第5中 間指針等 で示 された精神的損害の内容

被告国は，前記第4で 行 った 区域設 定 を前提 に，原賠法に基づ き被告東電が

賠償 を行 うに当た り原子力損害の範囲に関す る考 え方を示 した中間指針 （乙C第

2号 証 ）及び 中間指針第 二次追補 （乙C第4号 証）におい て，避 難指示等対象 区域

内（前記第4の1の （6）を除 く。）の者 につ いて， 自動車損害賠償責任保険におけ

る慰謝料や民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準による期間経過 に伴 う慰謝料

の変動状況 を参考に した上，大 きな精神 的苦痛 を被 ったことな ども考慮 し，損

害額の基準 を示 した。すなわち，福島第一発電所事故 か ら6か 月間 （第1期 ）は

一人月額10万 円（避i難所 等 におい て避難生活 を した期間は一人月額12万 円），

そ の後 の避難 指 示 区域見 直 しの時点まで （第2期 ）は一人 月額5万 円， その後 の

終期 ま で （第3期 ）は避難 指示解 除準備 区域，居住制 限区域に設定 された地域は

一人月額10万 円，帰還 困難 区域 に設 定 され た地域 については一人600万 円

を 目安 と した。

ま た，前記 の損 害算定期間の終期について，中間指針等では，①避難 指示区

域については，解除等か ら1年 間 を当面の 目安 とす る，② 平成23年9月 に区

域 指 定が解 除 された緊 急時避難準備 区域 については，支払終期は平成24年8

月末 まで を 目安 とす る，③ 特定避 難勧奨地点については，避難指示等の解 除後

3か 月間 を 当面 の 目安 とす る とされてお り，相当期間経過後 に 「特段の事情が

ある場合」 については，個別具体的な事情に応 じて柔軟に判断す ることが適 当
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であるとされていた。

加 えて，被告国は，中間指針第四次追補において，長年住み慣れた住居及び

地域が見通 しのつかない長期間にわたって帰還不能 とな り，そこでの生活の断

念 を余儀 なくされた精神的苦痛等による損害に対す る賠償金額の基準を示 した。

すなわち，①帰還困難 区域又は大熊町若 しくは双葉町の居住制 限区域若 しくは

避難指示解除準備 区域 については，中間指針第二次追補で示 した一人600万

円に1000万 円を加算 し，600万 円 を月額 に換 算 した場合 の将 来分 （平成2

6年3月 以 降）の合計額 （ただ し，通 常の範囲の生活費の増加費用を除 く。）を控

除 した金額，それ以外の地域 については，引き続 き一人月額10万 円 を 目安 と

した。

また，被 告 国は，避難 指示等対象 区域以外の，放射線量が20ミ リシー ベル

トを下回 る区域 にお い ても，福 島第一発電所か らの距離，避難指示等対象 区域

との近接性，被告国や地方公共団体か ら発表 された放射線量に関す る情報，居

住す る市町村の 自主的避難 の状況等の要素を総合的に勘案 し，一般人が放射線

被ば くへの恐怖や不安を抱 くこともあると考 えられ ることを踏 まえ，損害賠償

の対象 とす ることとし，その金額 の基準 を示 した。すなわち， 自主的避難等対

象区域の者 について も，中間指針第一次追補 において，具体的損害額 を，身体

的損害 を伴わない裁判例等 を参考に しつつ，子供及び妊婦の場合の同伴者や保

護者分 も含めた生活費の増加費用等を一定程度勘案 し， 自主的避難等対象者の

福島第一発電所事故発生当初 の時期の損害 として一人8万 円を 目安 とした （ただ

し， 子 ども及び妊婦については，福島第一発電所事故発生か ら平成23年12

月末 までの損害 として一 人40万 円を 目安 とした。）。

第6健 康影響のリスクが他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいと考えられ

るような低線量被ばくに対する不安感についての賠償の考え方

1慰 謝料の支払が必要な程度の精神的苦痛についての考え方
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国賠法1条1項 は， 「違法 」 に他 人 に損害 を加 えたことを要件 としているとこ

ろ，公権力の行使は本質的に権利侵害 を伴 うものが多い ことか ら，国賠法1条

1項 にお け る違法性 と， 民法709条 の適 用上 考慮 され る違 法性 とを全て同列

に論 じることはできない。 しか し，国賠法1条1項 にお け る違法性 を判 断す る

に 当たっても，被侵害利益の種類 ・性質，損害の重大性 は重要であって，一般

不法行為 において，受忍限度論が妥当するような軽微な損害 については，国賠

法においても責任が認め られ るべきでないのは当然のことである。本件 は，「公

権力 の行使」 に必然的に伴 うよ うな内在的な権利侵害が 「損害」 として問題 と

なっているわけではないが， 「公権力の行使」の前後で何 らかの事実状態の差が

生 じ，一般人 を基準 として 「不利益」 と評価 され るものであるとしても， これ

が直ちに賠償の対象 となる 「損害」 と評価 されるものではない。

2健 康影 響の リス クが他 の要 因 に よる影響に隠れて しま うほど小 さいと考えら

れる事象に対する単なる不安感は，直ちに賠償の対象とすべきではないこと

そこで，健康影響の リスクが他の要因に よる影響 に隠れて しま うほど小 さい

と考 えられる事象に対す る不安感について検討す ると，一般に，生命 ・身体へ

向け られた加害行為 による精神的苦痛は，傷病等の身体的被害の結果が大きく

なるにつれて増大す ると考えられ るところ，前記のよ うな不安感 によって生 じ

る精神的苦痛は，肉体的な痛み を伴わない ことはもとより，健康影響への リス

クが， 日常生活上の他 の要因によるリスクと同程度ない しそれ よ り小 さい と考

えられることから，その苦痛の程度 も軽微なもの とい うことができる。

特に，現代社会においては，情報化社会の名の下，様々な情報 が溢れてい る

が，健康に関連する情報について も同様であって，根拠が薄弱ない し不明確 な

情報 も少な くない。そ うす ると，不安感 が科学的，合理的根拠に欠けるもので

あれば，実際に感 じる不安感がいかに大きいものであったとしても，それは，

単なる主観的な不安に とどまるのであって，直ちに損害賠償の対象 となるもの

ではない。
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そもそ も，誰 もが放射線 を被ば くしなが ら日常生活を送 っているにもかかわ

らず， このよ うな被 ばくやその リスクをそれぞれ意識 しながら毎 日を送ってい

るわけではない。 これは，裏を返せば， 日常生活上 も受 けるよ うな被ばくにつ

いては，金銭賠償 を伴 うよ うな場面 とはいえない とい うことを意味す る。 さら

に，地域差はあ るが， 自然の中でも一定の放射線 は存在 し，比較的高線量の地

域 も存す るが （乙C第2号 証62な い し64ペ ー ジ）， その よ うな地域 か ら避難

す るとか，立ち入 らない ように意識 しなが ら生活す るとい うことは行われてい

ない。

放射線被ば くと同様 に発がんな どの リスクが問題 とされてい る化学物質 につ

いてみると，放射線 と同様 ，自然界にも一定の化学物質は存在す る上，排気排

ガス，食品や化粧品の添加物等，身近に化学物質が溢れ， 自家用車 に乗 ること

によって排気ガスを産生する等，個人が多かれ少なかれ化学物質の産生に寄与

してい る現代社会 において，健康被害や これ に対する有意な リスクを伴わない

限 り，ある者が何 らかの不安 を抱 くことはあっても，これが賠償の対象 になる

とは考えられていない。

以上によれ ば，低線量被ば くの健康影響の リスクは，他の要因による影響 に

隠れて しま うほ ど小 さい と考え られ る事象 に対する不安感が生 じたとしても，

それは科学的根拠を欠 く極 めて主観的なものとい うべきであ り，直 ちに賠償 の

対象 とされるべきようなものではないとい うべきである。

3裁 判例 にお いて も，単 な る漠 然 とした不安感は直 ちに賠償の対象 とはされて

いないこと

（1）裁 判例 は客 観 的根 拠 な い し科 学的根拠 を伴わない主観的利益について損害

賠償責任を認めることに消極的であること

ア 「平穏生活権」として主観的利益侵害が問題 とされるようになった こと

人権意識の高揚に伴い，従来不法行為法上保護 されてきた人格的利益 と

は異なる利益の侵害についても，裁判で争われるよ うにな り，その中で，「平
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穏生活権」として，様々な主観的利益の侵害が問題 となった。「平穏生活権」

の内容 は多岐にわたるが，公害，生活妨害の分野についてみ ると，廃棄物

処分場の設置や操業の差止 めが求め られた事案 において，一般通常人の感

覚に照 らして飲用 ・生活用 に供するのを適 当とす る水を確保す る利益があ

るとして，これ らの権利が将来侵害 され るべき事態に置かれた者 に差止請

求権が生 じるなどとした裁判例が現れた （仙台地裁平成4年2月28日 判決

・判例 時報1429号109ペ ー ジ，熊本 地裁 平成7年10月31日 決定

・判 例時報1569号101ペ ー ジ等）。

イ 裁判例 は，生命 ・身体に対する危険について侵害を認めるには，少な く

とも，危険の現実化する客観的な蓋然性を求めていること

しか しなが ら，一般通常人の感覚を理由に差止請求を認める前記のよう

な考え方は，一般化せず，かえって，水戸地方裁判所土浦支部平成5年6

月15日 判 決 （判例時報1467号3ペ ー ジ）は，研 究施 設 の近 隣住 民 らが，

遺伝子組 換えDNA実 験 に よ り，そ の生命 ，身体 に 回復 しがたい重大な被

害 を受ける危険性があ り，そのため，現在，平穏で安全な生活 を営む権利

や生命，身体に対する安全性の意識 が侵害 されてい るな どとして，不法行

為及び人格権侵 害に基づき，当該研究施設における，遺伝子組 換えDNA

実 験等 の差止 めを請 求 す る と ともに，不法行為に基づ く損害賠償請求を し

た事案において，平穏生活権又は人格権の侵害は，それが客観的に違法 と

いえる程度に重大で，社会生活上，通常人が一般に受忍すべ き限度 を超え

たものであることを要 し，その前提である生命，身体の侵害は既に発生 し

ているか，いまだ発生 していなけれ ば， これが発生することの客観的な蓋

然性 がなければならないとした上で， この ような蓋然性が認め られない以

上，住民 らの主張す るところは，被害発生の抽象的な可能性であり，これ

か ら住民 らの意識 を媒介に して主観的な不安感が生 じ，平穏 で安全な生活

を 営む権利 が侵害 されていると主張 しているものであって，更に利益衡量
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をす るまでもなく，一般 に受忍すべき限度を超 えた平穏生活権あるいは人

格権 の侵害 とはいえない として，差止請求を棄却 し，住民 らの生命，身体

に対す る安全性 の意識の侵害 についてみて も，住民 らの主観的感情が害 さ

れた とい う以上に法律上保護 に値する利益が侵害 された とは認 められない

として，損害賠償請求 も棄却 した。 また，東京地方裁判所平成9年4月2

3日 判決 （判例 時報1651号39ペ ー ジ）は，厚 生大 臣の食 品 の成 分規格

の規定及び食品添加物の指定に より残留農薬基準が緩やかになった結果，

身体の安全 ・健康への不安に脅かされることな く平穏に生活す る権利 （健康

権）が侵害 された として，国家賠償請求 をした事案において，「人の生命，

身体及び健康が法的に保護 され るべ き利益 であることはい うまでもな く，

（引用者略），そのよ うな人格的な利益は， これを健康権 とい う独立の権利

ととらえることはできない としても，不法行為法上 も保護 され るべ き法的

利益であることは異論 のない ところ といえよ う。」 とした上で，「恐怖感 と

か不安感なるものは，個人の内心の感情であ り，その発生，程度等は人に

よ り千差万別であるか ら，単にい他人の行為によって不安等 を感 じたか ら

とい うだけで，これ を全て不法行為法上賠償の対象 となる損害 とす ること

が妥当でないことはい うまで もなく， したがって，原告 らの主張す る不安

等が， （引用者略）単なる主観的な危惧や懸念に とどま らず，近い将来，現

実に生命，身体及び健康が害 される蓋然性が高 く，その危険が客観的に予

測 されることによ り，健康等に対す る不安 に脅か されるとい う場合には，

その不安等の気持ちは， もはや社会通念上甘受すべ き限度 を超 えるもの と

い うべきであ り，人の内心の静穏 な感情を害 され ない利益 を侵害 されたも

の として，損害賠償の対象 となると解す るのが相 当である。」 と判示 し，不

安感等を理 由とした損害賠償 を認 めるためには，危険の現実化す る客観的

な蓋然性が必要であって，漠然 とした恐怖感や不安感 とい う程度では足 り

ない としてお り，これ も前記水戸地裁土浦支部の判示 と軌を一にす るもの
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である。 その後，他の裁判例 においても， これ らと同様 の判断がな されて

い る（東京地裁平成13年3月27日 判決 ・判例 時報1767号51ペ ー

ジ， その控 訴審 で ある東京 高裁平成15年9． 月29日 判 決 ・訟 務 月報51

巻5号1154ペ ー ジ参 照）。

この よ うに，裁 判例 は，生命 ・身体 に対す る危険について侵害を認 める

上で，少 な くとも，危険の現実化する客観 的な蓋然性を求める傾向にある

といえる。

ウ 最高裁 も，人格権や法的保護 に値する利益について客観性 を求めている

こと

事案は異なるが，最高裁判所は，葬儀i場の様子 が居 宅か ら見 え るこ とに

よって，近隣住民が強いス トレスを感 じているとしても， これ は専 ら近隣

住民の主観 的な不快感 に とどま り，社会生活上受忍すべ き限度 を超 えて近

隣住民の平穏 に 日常生活 を送 るとい う利益を侵害 しているとい うことはで

きないとして，葬儀場の営業を行 う業者について， 目隠 しを設置す る義務

や不法行為責任 を否定 している（最高裁平成22年6月29日 第 三小法廷判

決 ・集 民234号159ペ ー ジ）。 また，最 高裁 判所 平成18年3． 月30日

第一小法 廷判 決 （民集60巻3号948ペ ー ジ。 いわゆ る国立景観 訴訟）は，

従来主観的利益 とされてきた景観利益 の侵害に関 し，都市の景観が，一定

の場合には客観的価値 を有す るとした上で，かか る良好な景観が有す る客

観 的な価値 の侵害に密接な利害関係 を有す る者が当該良好 な景観 の恵沢を

享受す る利益は，法律上保護 に値す るもの とした （もっ とも，最高裁は， こ

の ような景観利益の内容は私法上の権利 といい得るよ うな明確な実体 を有

す るもの とは認 められず，景観利益を超えて 「景観権」 とい う権利性 を有

す るものを認めることはできず，ある行為が景観利益 に対する違法な侵害

に当たるといえるためには，少な くとも，その侵害行為が刑罰法規や行政

法規の規制 に違反するものであった り，公序良俗違反や権利の濫用に該 当
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す るものであるな ど，侵害行為の態様や程度の面 において社会的に容認 さ

れた行為 としての相 当性 を欠 くことが求 められ，当該事案においては，景

観利益を違法に侵害す る行為は認め られない とした。）が，ここで も，都市

の景観 が，飽 くまで，良好な風景 として，人々の歴史的又は文化的環境を

形作 り，豊かな生活環境 を構成す る場合には客観 的価値 を有す ることが法

律上保護 に値す る利益 と判 断す る根拠 となっているものであって，景観に

ついて単 に主観的な価値 を有す るにす ぎない場合についてまで保護の対象

としているものではない。

この ように，最高裁 は，単なる主観的な利益 にとどまるものは損害賠償

責任 の対象 とならないことを前提 としているとみることができる。

工 小括

以上によれば，最高裁判例や裁判例 は，客観的根拠 を伴わない主観的利

益侵 害を認めることに消極的であって，人格権や，法的保護 に値す る利益

への侵害を認 めるに当たって客観性を求めてお り，健康 リスクに対す る侵

害 を認 めるに当たっては，抽象的な危険では足 りず，具体的な危険，すな

わち，客観的ない し科学的根拠によ り被害の生 じる蓋然性 を求めていると

い うことができる。

（2）原賠法 に基 づ く賠償 に関す る他の裁判例

原賠法に基づ く賠償 に関す る裁判例 として，前記東京地裁平成27年6月

29日 判決 （乙C第56号 証 の1） ， その控訴審 であ る東京 高裁 平成28年3

E9日 判 決 （乙C第56号 証 の2） ，東京地裁 平成25年10月25日 判決 （丙

A第248号 証 の1） ，その控 訴審で ある東京高裁平成26年5月7日 判決 （同

号証 の2。 確 定 ・同号証 の3） ，東京 地裁 平成27年3月31日 判 決 （乙C第

55号 証 の1） ，そ の控訴 審 であ る東京 高裁平成28年1月13日 判 決 （同号

証 の2。 確 定 ・同号証 の3） は，東京 地裁 平成31年3月27日 判 決 （乙C第

60号 証）は，いずれ も，被告 国の前記主張に沿 う説示をしている。
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この点，前記東京高裁平成26年5月7日 判決 （丙A第248号 証 の2） は，

東京 都 内 の住 民 が，福 島第一発電所事故 により， 自主的避難等の費用負担を

余儀 なくされたほか，人格権侵害や精神的損害を受 けた と主張 して，原賠法

3条1項 及 び不法行 為 に基づ き，避 難 に伴 う費用や慰謝料等の請求を した事

案において，請求をいずれ も棄却 した原判決の結論 を維持 した ところ，控訴

人 （一審原告）の被ば くの程度 は， 自然被 ばくをわずかに上回る程度であると

認 め られ，社会的に受忍できない限度に健康上 の リスクを侵害 された とはい

えないな どとした上で，そのよ うな状況 にある者が，通常，被 ばくを回避す

るために避灘 した り，マスクを購入する とまでは認め られず，避難やマスク

を購入す る等 して財産的損害を被った として も，事故か ら通常生ずべき損害

とは認 め られない と判示 した。 これは，財産的損害に関す る因果関係 に対す

る判断であるが，事故後の行動の合理性を判断す る上で参考 となる。

これ らの判決は，客観的根拠ない し科学的根拠を伴わない主観 的利益 にっ

いて損害賠償責任 を認 めることに消極的な，最高裁判例をは じめ とす る裁判

例の傾 向にも沿 うとい うことができる。

第7自 主 的避難 等対象区域の居住者 に対する賠償の考え方について

1自 主的避難等対象 区域 について

自主的避i難等 対象 区域 は， 平成23年12月6日 ， 中間指針 第一 次追 補 にお

い て，賠償 の指針 を示すために設定された。 これは福 島県内の一定の地域であ

り，平成23年3月 か ら同年4月 にか けて，住 民 の安全 を確 保 すべ く，避難の

ために設定された，避難指示等対象区域 とは性質 を異にする。

自主的避i難等 対象 区域 は，福 島第一 発電 所か らの距離が，30kmか ら約1

00kmの 広範 囲 にわた る地域 で あ るが ，下図のよ うに同一行政 区画内は福 島

第一発電所か らの距離 を問わずに画一的に指定 されたため，同発電所 を中心 と

した同心円状 とはなってお らず，福島第一発電所か ら外延までの距離は，場所
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に よ り相 当 な差 が あ る な ど， 同 一 行 政 区画 内 で の 住 民 の 被 ば く量 も均 一 で は な

い 。 自主 的 避 難 等 対 象 区域 に お け る放 射 線 測 定 結 果 は様 々 で あ り， 例 え ば ，福

島 第 一 発 電 所 か らの 距 離 が ， 西 南 西 約39kmの 小 野 町 役 場 にお け る 平 成23

年 の放 射 能 測 定 結 果 をみ る と，3月31日0．19，4月30日0．15，5

．月31日0．12，6． 月30日0．13，7． 月31日0．11，8． 月31日0．

1，9． 月30日0．1，10月31日0．1，11． 月30日0．1，12月3

1日0．1，1月31日0．09，2月16日0．09， 平 均0．115（pGy／

h≒pSv／h） で あ り （原 賠 審24回 配 付 資 料 ・各 市 町 村 の 環 境 放 射 能 測 定 結 果 の推

移 参 照 ），1年 間 の積 算 線 量 にi換算 す る と， 相 当程 度 あ る 自然 放 射 線 量 を含 め て

も，約1ミ リシー ベ ル ト程 度 と極 め て低 い （0．115×24×365≒1007、4μSv＝1．007m

Sv。 な お ， 人 が一 日中 屋 外 で 生 活 す る こ とは 考 え られ な い こ とを踏 ま え る と，

実 効 線 量 は よ り低 い数 値 とな る もの と考 え られ る。 ）。 一方 ， 福 島第 一発 電 所 か

らの 距 離 が ， 北 西 約62kmの 福 島 市 役 所 に お け る平 成23年 の放 射 能 測 定 結

果 を み る と，3月31日2．61，4月30日1．49，5月31日1．36，

6ノ月30日1．05，7． 月31日1．08，8月31日0．99，9． 月30日

0．93，10． 月31日1．18，11． 月30日1．16，12． 月31日1．

12，1月31日1．06，2月16日1．08， 平 均約1．26（pGy／h≒pSv

／h）で あ り，1年 間 の積 算 線 量 に換 算 す る と， 相 当程 度 あ る 自然 放 射 線 量 を含 め

て も，約11．3ミ リシー ベ ル ト程 度 で あ る （1．26×24×365≒11037．6pSv＝11．03

7mSv） 。 （以 上 につ き， 原 賠 審 第24回 の 配 付 資 料 ・各 市 町村 の 環 境 放 射 能 測 定

結 果 の推 移 参 照。 ）
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中間指針第一次追補 では， このよ うな自主的避難等対象 区域 の住民に対 し，

避難指示等対象 区域 に比べると低額ではあるものの，一定の賠償をすることが

示 された。

いわゆる低線量被 ばくに関し，「現時点での国際的なコンセ ンサスは，100

ミリシーベ ル ト以下 の低線 量域 においては疫学データの不確 か さが大きく，放

射線 による リスクがあるとしても，放射線以外の リスクの影響 に紛れて しま う

ほ ど小 さいため，統計的に有意な発がん又はがん死亡 リスクの増加 を認めるこ

とができない， とい うものであ」 （丙B第52号 証6ペ ー ジ）り，いわ ゆるLN

Tモ デ ル も科 学 的根拠 に よ り実証 された もの と認 められているわけではない と

ころ（同ページ）， 自主的避難等対象 区域は，1年 間 の積 算線 量 が20ミ リシー

ベル トに達す るお それ が ないのであるか ら，当該 区域の住民について，福島第

一発電所事故前以上の放射線 に被 ばくしたとしても
， このよ うな低線量被 ば く

の健康影響は，他の要因による影響に隠れて しま うほど小 さい と考え られ る。

2自 主 的避難 等対 象 区域 の住 民の 感 じる不安は，慰謝料の発生 を直ちに認める

程度の精神的苦痛ではないこと

自主的避難等対象区域 の住民について，福島第一発電所事故前以上の放射線

に被 ば くした として も，このよ うな低線量被ば くによる健康影響は，他の要因

による影響に隠れて しま うほど小 さい ことか らす ると，同事故により自主的避

難等対象 区域の住民が放射線に被ば くした ことについて不安感 を抱き，精神的

苦痛 を感 じた としても，前記第6で 述べ た こと と同様 に，一般 不 法行為法 のみ

の観点か ら検討 した場合 には， 自主的避難等対象 区域 の住民が受けたであろ う

と推測 される放射線の被ば くは極めて小 さい と評価すべ きものであるか ら，慰

謝料の発生を認める程度の精神的損害が直ちに発生す るとはいえない。

3放 射 線 量，避 難者 の割合 ，福 島第一発電所か らの距離，避難指示の存否等に

照 らし，被告国の行為と避難に伴 う損害 との間に直ちに相当因果関係はないこ

と
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まず， 自主的避難等対象 区域内の住民が，同事故 により放射線に被 ばくした

ことに対 して何 らかの不安感 を抱いた としても，前記の とお り，健康被害 を伴

わず，その リスクが他 の要因による影響 に隠れて しま うほど小 さい と考 えられ

るよ うな低線量被 ばくに対するものである上，下図の とお り地震 ・津波に よる

自主的避難者 も含 め，平成23年3月15日 時点 にお ける人 口に 占め る自主的

避 難者 数 （地震 ・津波 による自主的避難 者数 を含む。）割合は，いわき市4．5

％ ，郡 山市1．5％ ，二本 松市1．1％ ，福 島市1．1％ で あ り， 田村 市0．

1％ ，小 野町0．1％ な ど1％ に満 た ない市町村 も含 まれ ていた （原賠審第18

回 の配付資料）。
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そ して，福島県民の 自主的避難者総数が，平成23年3月15日 時点 に比 し，

大幅 に増加 す るこ とがなかったことか らすれ ば，前記統計において若干補足 さ

れていない避難者 がいることを考慮 して も， 自主的避i難i等対象 区域 の住 民 のほ

とん どは，避難す ることな く， 当該区域 に滞在 し続けた とい うことができる。

この点は，中間指針第一次追補 にも，「当該地域 の住民は，そのほとん どが自主

的避難 をせずに，それまでの住居に滞在 し続 けて」 （乙C第3号 証2ペ ー ジ）い

た と明記 され，異論 のない ところである。
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しか も， 自主的避難等対象 区域は，30kmか ら約100km程 度 ，福 島第

一発 電所 か ら離 れ てお り
，同所か ら遠 く離れた所に位置する とい うことができ

る。単純に福島第一発電所か らの距離で約100kmの 地点 とい えば，宮城 県，

山形 県 ，栃木県及び茨城県の一部地域を含むほどである。

さらに，前記の とお り，当該 区域の住民に対 しては，避難指 示等 が出 されて

お らず，避難の勧奨 もされていなかった。

加 えて，福島第一発電所事故 当初の期間の 目安 とされた，平成23年4月2

2日 ま での 間に， 自主的避i難等 対象 区域 は，避 難指示 等 の 出されている区域 と

隣接 さえ してお らず，屋内退避の指示が出 された区域 に隣接 していたにすぎな

かった。そ して，一般住民に対 し，万が一にでも健康影響を生 じさせない とい

う，予防的観点か ら避難 指示等が出 されていたことも考慮す ると， 自主的避難

等対象区域の住民が，避難指示等が出 され ていない状況下で避難 することは，

一般的 とはいえない。

以上のよ うに， 自主的避難等対象 区域における放射線被 ば く量が，健康影響

を伴わず，その健康影響が他の要因による影響 に隠れ て しま うほど小 さい こと

のほか，住民のほとん どが避難 しなかったこと， 自主的避難等対象 区域が福島

第一発電所か ら遠 く離れてお り，避難指示等の対象でなかったこと，福島第一

発電所事故当初 については， 自主的に避難す ることが一般的ではなかったこと

に照 らす と，当該区域 内の住民が 自主的に避難 したことによ り生 じた精神的損

害 と被告国の行為 との間に直ちに相当因果関係 を認 めることはできない。

4自 主的避難等対象 区域 に関す る中間指針等の評価について

（1）中間指針等の性 質

中間指針等 は，原賠法18条 に基 づ き，文部科 学省 に設置 された原賠審が，

福 島第一，第二発電所事故に係 る原子力損害について策定 した，原子力損害

の賠償に関す る紛争 について原子力損害の範囲の判定の指針その他の当該紛

争 の当事者による自主的な解決に資す る一般的な指針 である。 このよ うな指
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針 の公表は，当事者の 自主的な紛争解決 を促進 し，被害の早期回復に資す る

とともに，裁判所に民事訴訟が殺到することによる民事司法全体の機能不全

を予防す ることができるな どといわれている（判例時報2140号3ペ ージ以

下参照）。

原子 力損 害賠 償紛争解決セ ンターは，原賠審 の うち和解の仲介 の手続きを

実施す る組織の呼称であるが，同セ ンターが和解 の仲介を行 うに際 して，原

賠審が定める指針 を適用す るにあた り，多 くの申立てに共通す ると思われ る

問題 点に関 して，統一的な解決を図 ることを確保 し仲介委員が和解の仲介に

当たって参照す るための基準 となる総括基準が策定 され， これを示 して和解

仲介が行われている。

被告東電は，中間指針等や総括基準を十分尊重 し，適切な賠償を してお り，

対象者の要望に応 じて対象者が被告東電か ら賠償 を受けるに当たって必要な

請求書類 を送るなどして，迅速かつ公平な賠償に努めている。

中間指針等を踏 まえ，多数の和解が成立 している現在，中間指針等の果た

している役割は大 きい。そ して， 中間指針等 は，原賠法 に基づ く福 島第一発

電所事故に関する損害賠償の範囲について，一般の不法行為に基づ く損害賠

償請求権 における損害の範囲 と特別 に異 なって解す る理 由はないとして，相

当因果関係 があるものとされ る損害の範囲について指針 を示 している。 もっ

とも， 中間指針等 については，裁判規範ではなく，従来の相当因果 関係説に

よっては導かれ ない，新たな損害の賠償を認めたのではないか （淡路剛久 「『包

括的生活利益』 の侵害 と損害」・福島原発事故賠償の研究17ペ ー ジ），原 子

力損 害 の特性 を踏 ま え，従前の学説 ・実務 が不法行為損害賠償 にお ける実体

ルール としてきた ものを超 えたルール を採用 し，相当因果関係にお ける予防

原則を取 り込むな どした （潮見佳男 「福島原発賠償に関する中間指針等を踏ま

えた損害賠償法理の構築」前掲福 島原発事故賠償の研究113ペ ー ジ以 下参

照）な どの指摘 が ある とお り，相当因果関係があるものとされる損害の範囲を
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示すにあたっては，被災者の早期救済のため等の政策的観点 も加味 された上

でその範囲を示 している。

このため，本件 においては，中間指針等の前記性質 を十分に踏まえた上で，

別途，相当因果関係 の存否や損害額 が認定 され るべ きであるし，既払金のあ

る場合には，これを損害額か ら控除す るとともに，慰謝料の算定に当たって，

早期に十分な被害回復のなされたことが考慮 されるべきである。

（2）自主的避 難 等対象 区域 に関す る中間指針等の賠償の範囲や額が，被災者に

配慮 したものであること

ア は じめに

中間指針 の第一次追補 （乙C第3号 証 ）は，以 下 に述 べ る とお り， 自主的

避難や滞在 を行った住民の損害賠償を検討す るに当た り，福 島第一発電所

の状況が安定 しない中で，放射線被ば くへの恐怖や不安，発電所か らの距

離，避難指示等対象区域 との近接性， 自己の居住す る市町村 の自主的避難

の状況等を総合的に考慮 し，被災者救済 とい う政策的観 点も加 味 した上で

賠償が認 め られ るべき一定の範囲を示 している。

イ 自主的避難等対象区域に関す る中間指針等が，線量評価のみ を考慮 して

策定されたものではないこと

中間指針 等では， 自主的避難 等対象区域 の住民が，放射線被 ばくへ恐怖

や不安感 を抱いたことに起因す る損害の賠償 を認めているところ，前記第

6の 裁判 例 の考 え方 を前 提 にすれ ば，不安感等の対象である放射線量の科

学的な評価が賠償の可否，内容を決す るに当たって最 も重要な要素 となる

と考え られ るところ，前記の とお り，中間指針第一次追補においては，平

成23年4月 以 降，放射 線 量が 客観 的 に 明 らかにされ るようになった後の

期 間に係 る賠償について も，線量の非常に低い地域 を含 んだ対象区域が設

定されてい る。

中間指針等に対 しては，その性質上，和解仲介 に資する賠償基準を示す
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ことが期待 されていたことか ら，基準が明確 であることが望ま しく，中間

指針第二次追補策定時においては，自主的避難等対象者区域の住民に対す

る避難 に係 る賠償 の範 囲を決す るに当た り，先 に20ミ リシーベ ル トを下

回 る ところにつ いて線量でお金を払 うべきではない （田中委員 ・原賠審第2

3回 議事録36ペ ー ジ）との意見 が出 された ほか，20ミ リシーベル ト以外

の基 準 を示 す ことは難 しい との意見が出され る一方で，20か1か しか な

い ことで は必ず しもない （原賠審第24回 議 事録36ペ ー ジ以 下）との意見

も出 され た。その後，1ミ リシーベル トの ところ も含 めて基準 を示すべき

ことを前提 とした意見 も出されるなど（能見会長 ・原賠審第26回 議事録3

3ペ ー ジ），線量 を基準 とす る ことに対 しては，様々な意見が示 された。

これ らのことか らも， 中間指針等が，健康影響が他の要因による影響に

隠れて しま うほど小 さい と考え られる低線量被ば くに対す る不安感 とい う

主観 的利益侵害について，被災者救済の政策的観点 も踏まえた様々な事情

を考慮 していたことが分かる。

5福 島 第一 発電所事 故 当初 の特 殊性 を踏まえ， 自主的避難等対象区域の住民の

避難等に係る慰謝料を認めるとしても少額にとどまること

（1）福 島第一発電所事故 当初 の特 殊性

前記1な い し4で 述べ た ところに照 らせ ば， 自主的避難等対象区域 の住民

による損害賠償請求については，福島第一原子力発電所の状況が不安定であ

り，将来的な飛散放射線量の予測ができない状況下において，万一の事態 を

想定 して緊急避難的に避難す ることは，正 当化できるとして も， 自主的避難

等対象 区域が広域 にわたっていること，その範囲が福 島第一発電所か らの距

離や放射線の線量 に必ず しも対応 していないことな どに照 らし，慰謝料 を認

める対象者 については，行政区画ごとに一律 に考えるべきではな く，細やか

な検討 を要すると考えられ る。

（2）適正 な慰謝料額 について
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このよ うな慰謝料の算定に当たっては，福島第一発電所事故前以上の放射

線に被ばくした として も， このよ うな低線量被 ばくの健康影響 は，他の要因

による影響 に隠れて しま うほ ど小 さく， 自主的避難等対象 区域の住民につい

て，客観的にみて，健康被害は生 じていない し，肉体的苦痛 も受けてない こ

とが考慮 されなければな らない。また，福島第一発電所の状況が刻々 と変化

し，情報が不足 していた期間は僅 かであった ことや，政府 においても，予防

的観点に立ちつつ，当初か ら情報提供を していた ことな どについても十分に

併せ考慮 して慰謝料が算定 される必要がある。

交通事故損害賠償事件における慰謝料の算定に当たっては，個々の裁判官

の主観性 ・恣意性 を排除 して，被害者相互間の不公平，不均衡 を避iける とと

もに， 同種 大量 の交通 損害賠償事件 を効率的に処理する 目的で，基準が設 け

られてお り，このよ うな基準は，生命 ・身体に対す る人体損害に対する適正

な賠償額 として，交通事故以外の不法行為の場合にも重要な意義を有 してい

る（齊藤修 「慰謝料に関す る諸問題」・新現代損害賠償法講座6巻226及 び

227ペ ー ジ参照 ）こ とに照 らせ ば，慰謝料の算定に当たっては，被害に関わ

る事情の類似 した裁判例 を参考にすることができるとい うべきである。

そこで，中間指針等の策定に当たって参照 された当時の裁判例 の うち，身

体的損害を伴わない，騒音 ・悪臭等に関す る裁判例をみ ると，基地や空港の

騒音，道路の騒音や排気ガス等が問題 になった裁判例 において認容 され た慰

謝料額 は，最 も高い もので月…額1万8000円 で あ り，下水 ，産 業廃棄 物 ，

豚 舎 の悪臭が問題 になった裁判例 において認容 された慰謝料額は，最 も高い

もので月…額9000円 であ る。

この よ うに， 中間指針 第一次追補において， 自主的避難等対象 区域の住民

に対 し，子 ども及び妊婦に対 しては一人40万 円 （福 島第一発 電所事故発 生 か

ら平成23年12月 末 まで の損 害 として），そ の余 の者 に対 して8万 円 （福 島

第 一発電所事 故発生 当初の時期の損害 として）を 目安 として賠償するとい う考
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え方 は，種々の議論 の結果，前記の裁判例 も参照 しつつ，低線量被 ばくに対

す る不安 を中心に， 自主的避難 と滞在を分けずに初期の情報が十分でなかっ

たこと等 も総合的に考慮 したものであって，合理性 のあるもの とい うことが

できる。

したがって， 自主的避難等対象区域の住民の避難等に係 る適正な慰謝料額

は，個別事情に基づ く主張立証がな され ない限 り，これ らの金額を上回るこ

とはない とい うべ きである。

6自 主 的避 難等対 象 区域 の住民 の避難等に係る慰謝料 を認めるとしても，その

額は，避難指示等対象区域の住民の受ける慰謝料額よ りも相当に小 さくなるは

ずであること

慰謝料額の算定に当たっては，① 自主的避難等対象 区域の住民は，避難指示

等 を受 けず，避難 を余儀iなく され て い る とはい えない上 に， 自主的避難等を し

た場合であって も，避難指示等対象区域 の住民に比 し，帰還が容易なため，避

難指示等対象 区域内の住民 よりも，一定期間内に受ける精神的苦痛 の小 さいこ

とが十分に考慮 され るべきである。そ うす ると， 自主的避難等対象 区域内の住

民の避難等に係 る慰謝料 を認める としても，その額は，後記の とお り避難指示

等対象区域の住民の受 ける慰謝料額 として十分な金額である月額10万 円 よ り

は，相 当に小 さ くな るはずである。

確定判決である，福 島地方裁判所いわき支部平成26年9月10日 判決 （丙A

第249号 証 の1） ， その控 訴審 であ る仙 台 高等裁判所平成27年1月21日 判

決 （丙A第249号 証 の2） は， 自主的避難 を した者 に対す る精神的損害 として，

4万 円を上 回 らない と してい る。

7小 括

以上 の とお り， 自主的避 難等対象区域の住民の避難等に係 る慰謝料 は，個別

事情 に基づ く主張立証がな されない限 り，中間指針等が示 した賠償の 目安を上

回 ることはなく，仮に認め られ るとして も，高額な損害の賠償 を認 めるのは相
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当 で ない 。

第8避 難指示等の対象 区域 の居住者 に対する賠償の考え方について

1避 難指示等 の対 象区域 につ いて

前記第4で 述べ た とお り，避難 指示 等対 象区域 は，福 島第一発電所か ら30

キ ロメー トル 圏 内 にあ った り，福 島第一発電所事故発生か ら1年 間の積 算線 量

が20ミ リシーベ ル トを超 える と推 定 され る空間線量率が続 いている地点等で

あって，政府 により，避難指示等が出された り， 自主的に避難することが求め

られ た区域である。 これまで述べてきた とお り，100ミ リシーベル ト以 下の

放射 線 に被 ば くす ることにより，健康被害の生 じることが科学的に証明 されて

いないことによれば，福 島第一発電所事故前以上の放射線に被ば くしたことの

み をもって，避難指示等対象 区域の住民が，通常避難 す るとはいえないが，こ

れ らの地域については，政府の指示等があるため，これ を踏 まえると，当該区

域内の住民は，通常の場合，避難す ることになると考えられ る。

そのため，仮に，被告国の行為に違法性が認 められた場合 には，避難 に伴っ

て生 じた精神的損害は，避難に必要かつ相 当 と認め られ る限 り，被告国の行為

との間に相 当因果関係 のある損害 と認 め られ るとして もあながち不合理 とはい

えない。

2精 神的損害につ いて

（Dは じめ に

避難 指 示等 を受 けて避 難 した者は， 自主的に避難 した者 と異な り，避難 を

余儀 なくされた とい うことができる上，避難生活が長期間にわたったため，

相応 な精神的苦痛 を受けてい ると考えられるか ら，これについて慰謝料を認

める余地がある。 しか し，慰謝料額 は，精神的苦痛の内容や類似事案 におけ

る慰謝料額等を踏まえ，適切 に算定 され る必要がある。

この点，中間指針等において，避難指 示等に係 る損害 として，精神的損害
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の賠償 に係 る指針 も示 されているが，その内容は，交通事故における損害賠

償実務や類似事案 の裁判例 と比較す ると十分 な内容 となってお り，政策的判

断も加味 されている。

そ うす ると，避難指示等対象区域の住民の避難 に係 る適正な慰謝料は，個

別事情に基づ く主張立証がな され ない限 り，これ らの金額 を上回ることはな

いとい うべきである。

このため，本件 においては，精神 的損害について，中間指針等の内容 を踏

まえつつも，適切な慰謝料額が算定 されるべ きである。 また，被告国の支援

の下，被告東電が，中間指針等を尊重 し，適切 な賠償を早期 に行っているこ

とや，対象者 の要望に応 じて対象者 が被告東電か ら賠償 を受 けるに当たって

必要な請求書類 を送付す るな どして早期 の賠償 に努 めてい ることは，慰謝料

の算定に当たっても，十分に考慮 され るべきである。

（2）避 難 を余儀 な くされ た ことに伴 う精神的損害について （帰還困難区域におけ

る一括賠償 を除 く。）

ア 適正な慰謝料額について

避難者は，突然の事故によって，平穏な 日常生活 とその基盤を失い，避

難 による不便な生活を余儀な くされ るとともに，帰宅の見通 しが不透明な

ことについて不安を抱 くため，精神的苦痛を受けると考えられる。

他方，避難者は，福 島第一発電所事故による身体的傷害や健康被害を負 っ

てお らず，これ らに伴 う肉体的苦痛や精神的苦痛 を受 けていない。 また，

避難 者 は，実際に，入通院等 を余儀な くされていないので，入通院を余儀

な くされ る場合に比 し，時間や行動の制約 は小 さい。 さらに，避難生活の

長期化に伴い，当面の間避難 を継続す ることを前提 とした生活基盤が整備

され，避難者が避難先の生活 に徐々に適応す ることにより，前記のよ うな

精神的苦痛は相当に軽減 されてい くと考 えられ る。 これ らの事実に照 らす

と，避難i者の受 け る精神 的苦痛 は，交通事故のため入通院を余儀 なくされ
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た被害者 に比 しても，相 当に小 さいはず であ り， 自動車損害賠償責任保険

における慰謝料 （日額4200円 ，．月額 換算12万6000円 ）よ り低額 で

あって も不合理で はない。

イ 中間指針等の内容は一律 に賠償すべ き損害の範囲や項 目の 目安 としては

十分なものであること

前記第5の とお り， 中間指針 等 で は，避 難指示等の対象 区域住民の受 け

た，避難 に伴 う精神的苦痛の損害額 として，福 島第一，第二発電所事故か

ら6か 月 間 （第1期 ）は一人月…額10万 円 （避難i所等 にお ける避難 生活 を した

期 間 は，一人月額12万 円），そ の後 の避 難指 示 区域 の見直 し時点まで （第

2期 ）は一人月額5万 円，そ の後 の終期ま で （第3期 ）は避 難指示解 除準備 区

域 ，居住制限区域に設定 された地域は一人月額10万 円 を 目安 として賠償

す るこ と とされている。なお，第2期 につい て は，実 際に は，一人 月額1

0万 円が支払 われ てい る。

この よ うな 中間指針等の内容は，「通常は さほど高額 となるものではない」

とされている生活費増加費用が含まれているとしても，十分なものである。

加 えて，前記の損害算定期間の終期 について，中間指針等では，①避難

指示 区域については，解 除等か ら1年 間 を 当面 の 目安 とす る，② 平成23

年9月 に 区域指 定 が解 除 され た緊急 時避難準備区域については，支払終期

は平成24年8月 末 まで を 目安 とす る，③ 特定避 難勧奨地点については，

避難指示等の解除後3か 月 間 を当面 の 目安 とす る とされてお り，帰還やそ

の後に安定 した生活を営むために一定の期間を要す ることを踏まえて も，

中間指針等では，十分な慰謝料額が認め られ ているとい うことができる。

（3）帰還 困難 区域 の住民に対す る一括払の慰謝料について

ア 適正な慰謝料額について

帰還困難区域 の住民は，非常に長期間にわたって帰還不能 となった上，

帰還 の見通 しが立たないため，同区域 内にお ける生活の断念を余儀 な くさ
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れたことなどによる精神的苦痛を受けてい る。

この点，裁判例上，高額の慰謝料が認容 され る場合 についてみると，約

1300万 円の後遺 障害慰 謝料 が認 め られ るのは，両眼の視力が0．1以

下 にな る，咀噌 又 は言 語 の機 能に著 しい障害を残す，両耳の聴力が耳に接

しなければ大声 を解す ることができない程度になる，1手 の5手 指又 は親

指 を含 み4の 手指 を失 うな ど した場合 で あ る。約1000万 円の後遺 障害

慰 謝料 が認 め られ るのは，片 目を失明す る，片耳の聴力を全 て失 う，3本

以 上 の手指 を失 うな ど した場 合である。約600万 円の賠償 が認 め られ る

の は，鼻 を欠損す る，1耳 の聴力 を全 く失 う，1手 の親 指又 は親指 以外 の

2の 手指 を失 うな ど して， 回復 を期待できない重い傷害を負 った場合であ

る。

また，山の斜 面で発生 した地すべ りによ り山腹の居住家屋等が家財道具

もろとも破壊 された住民 らについて，長野地方裁判所平成9年6月27日

判 決 （判例 時 報1621号3ペ ー ジ）は，地す べ り後 に一定期 間避難 生活 を

送 り，その後，新たな場所での居住 を開始 した原告について，慰謝料 とし

て，災害見舞金以外 に最高400万 円の支払 を命 じた。 同事案 は，国賠法

2条1項 の責任 が問題 とな った事案 で あって，同法1条 が 問題 とな った事

案 で はない が，特定の地域に居住す る多数 の住民が， 自然災害を契機 とし

て，一定期 間避難生活を余儀な くされ，災害の結果，元々居住 していた場

所での居住が不可能 とな り，新たな居住地での居住での生活を余儀な くさ

れた点において，帰還困難 区域の住民の福 島第一発電所事故後の行動 と共

通する部分がある。

イ 中間指針等の内容は被災者の精神的損害 を慰謝するもの として十分なも

のであること

中間指針等では，帰還困難区域の住民が受けた精神的損害の損害額 とし

て，前記 （2）の第1期 及び第2期 分 に加 え， 中間指針 第二次 追補で一人60
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0万 円， 中間指針 第 四次 追補 で一人1000万 円を 目安 とす る とされ てい

る （た だ し，支給調整 があ り，第3期 の始期 が平成24年6月 の場合 の加 算

額 は700万 円 とされ る。）。

この よ うな 中間指針等の内容 は，前記のよ うな交通事故 にお ける後遺障

害慰謝料等の裁判例に比 しても，十分なものと考えられ る。

第9区 域外居住者の精神的苦痛に対する賠償の考え方について

前記第7で 詳述 したとお り，中間指針第一次追補は，その策定の段階で自

主的避難等対象区域内に住居があった者等に対する損害賠償 を検討するに当

たり，福島第一発電所の状況が安定 していない状況下で，放射線被ばくへの

恐怖や不安，同発電所からの距離，避難指示等対象区域 との近接性，政府や

地方公共団体か ら公表 された放射線量に関する情報， 自己の居住する市町村

の自主的避難の状況等を踏まえ，総合的に考慮 され，被災者救済とい う政策

的観点も加味 した上で賠償が認められ るべき一定の類型 とその場合の賠償額

等を示 したものである。中間指針第一次追補は，可能な限 り早期に一定の指

針を示す とい う観点から示 したものであ り，同追補以降において自主的避難

等対象区域の追加設定や，避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域以

外の区域の居住者，つまり区域外居住者に対する賠償については，新たな指

針 として示 されていない。

避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域以外の区域では，自主的避

難等対象区域 と同様，1年 間の積算線量が20ミ リシーベル トに達す るおそ

れがなく，福島第一発電所事故前以上の放射線に被ばくす ることにより，健

康影響が生 じるといった リスクがあるとしても，その リスクは日常生活の他

の要因による影響に隠れてしまうほど小 さいと考えられているとい う事実関

係を前提 とすると，前記のような科学的根拠を伴わない主観的利益や，現実

化する客観的な蓋然性を欠 くような生命 ・身体に対する危険を保護 していな
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い裁判例の枠組みと整合的なものとい うことができる。

しかも，従前の裁判例の枠組みに照 らせば，仮に，このような区域外居住

者が放射線被ばくによる健康影響に対する精神的苦痛を感 じた としても，そ

れは危険の現実化する客観的な蓋然性を伴わない漠然 とした恐怖感や不安感

程度のものにほかならず，慰謝料の発生を認める程度の精神的苦痛 とはいえ

ないことは論を待たない。

したがって，区域外居住者の相当因果関係のある損害に対する賠償 として

直ちに認めることはできない。

この点，福島第一発電所事故当時，東京都練馬区の居住者が福島第一発電

所事故により自主的避難をし，精神的損害等を受けたとして，被告東電に対

して，その損害賠償等の支払を求めた事案や，東京都渋谷区の居住者が福島

第一発電所事故により精神的損害等を受けたとして，被告東電に対 して，そ

の損害賠償等の支払を求めた事案において，東京地裁は，低線量被ばくによ

る健康影響に関する知見等に照らせば，福島第一発電所事故による生命 ・身

体等に対する具体的危険の発生は認められず，福島第一発電所事故と相当因

果関係のある被害が発生 していたとはいえないとして，いずれも原告 らの請

求を棄却 しているが（丙A第248号 証の1な い し3， 乙C第55号 証の1な

い し3），これは，前記裁判例の枠組みが，本件においても妥当することを裏

付けるものである。

第10い わ き市 の豊かな 自然環境 日々の安定 した生業を破壊された ことなどに対す

る慰謝料について

原告 らは，平穏生活権の侵害に係 る精神的苦痛の具体的内容 として，放射線

被ば くに よる健康影響に対す る恐怖 ・不安による精神 的苦痛の他に も，このよ

うな不安 を基礎 に，いわき市の豊かな自然環境， 日々の安定 した生業を破壊 さ

れたことな どによる精神的損害 も挙げている（訴状第3章 第1・41な い し71
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ページ，原告 ら準備書面 （56）12，13ペ ー ジ等参照）。

しか しな が ら，以下に述べ るとお り，前記原告 らが主張す る精神的損害は，

既に中間指針等で示 している精神的損害に含まれていると考 えられ る。

すなわち，中間指針 （乙C第2号 証 ）は， 「本件 事故 におい ては，少な くとも避

難等対象者の相 当数は，その状況に応 じて，①避難及び これ に引き続 く対象 区

域外滞在を長期間余儀iな くされ ， あ るいは②本 件事 故発生時には対象 区域外 に

居 り，同区域 内に住居があるものの引き続 き対象区域外滞在 を長期間余儀な く

されたことに伴い， 自宅以外での生活 を長期間余儀な くされ，あるいは，③屋

内退避 を余儀 な くされた ことに伴 い，行動の 自由の制 限等 を長期間余儀なくさ

れ るな ど，避難等 による長期間の精神的苦痛を被 ってお り，少 なくともこれ に

ついて賠償すべ き損害 と観念す ることが可能である。 したがって， この精神的

損害については，合理的な範囲において，賠償すべき損害 と認め られる。」 （同

号証19，20ペ ー ジ）とし，避難 等 に よる長期 間の精神的損害について包括的

に考慮 した上 で，精神的損害の内容 と賠償額等を示 している。そ して，中間指

針では，第1期 にお ける避難等対象者 の精神 的損害について，「地域 コミュニティ

等が広範囲にわたって突然喪失」 （同号証21ペ ー ジ）した ことな ども挙 げ られ

ている上，中間指針第二次追補 （乙C第4号 証 ）で は，第3期 にお け る避難 等対

象者 の精神 的損害の内容 として， 「帰還困難区域 にあっては，長年住み慣れた住

居及び地域における生活 の断念 を余儀な くされ たために生 じた精神的苦痛が認

められ」 （同号証5ペ ー ジ）る とされ ， さらに， 中間指針第四次追補 （乙C第5号

証 ）で は，帰還 困難 区域又 は大熊町若 しくは双葉町の居住制限区域若 しくは避難

指示解除準備区域か らの避i難等 対象 者 に対 して，故郷 を喪失する者への精神 的

苦痛部分 を慰謝料 として一括 して賠償することとされた（同号証4な い し6ペ ー

ジ）。 中間指針 に定 め る避難 等に係 る精神的損害は，避難等対象者が，避難 を余

儀 なくされ，いつ 自宅に戻れる分か らない とい う不安 な状況に置かれ ることを

も踏まえて策定 されたものであ り（丙A第250号 証52ペ ー ジ参照）， 中間指
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針第 四次追補において賠償 の対象 となってい る精神的苦痛，すなわち 「長年住

み慣れた住居及び地域が見通 しのつかない長期 間にわたって帰還不能 とな り、

そ こでの生活の断念を余儀iなくされ た精神 的苦痛等」 （乙C第5号 証5，6ペ ー

ジ）は，原告 らが居住す るいわき市の豊かな自然環境， 日々の安定 した生業 を破

壊 されたことな どに対す る慰謝料 として損害賠償の支払 を求める精神的損害の

範囲に含まれると考えられ る。

このよ うに，前記原告 らが主張す るいわき市の豊かな 自然環境， 日々の安定

した生業を破壊 されたことなどに よる精神的損害は，中間指針等で示 された賠

償 の対象 となってい る精神的損害に含まれてい ると考 えられ るため，個別事情

に基づ く主張立証がな され ない限 り，福島第一発電所事故 との間に相 当因果 関

係が認 められる損害 とはいえない。

第11被 告国 と被告東電 との立場 を前提 とした賠償責任の範囲について

福 島第一発電所を管理 ・運営 し，その利益を享受 しているのは被告東電であ

り，被告国ではない。そ して，被告国は，その設置等に際 し，許認可をした り，

定期検査等を しているものの， これ らは，被告東電 の原子力施設に対す る安全

管理義務 を軽減 した り，免責するものではない。 したがって，福島第一発電所

の安全管理は，一次的には，被告東電において行われ るべきものであ り，被告

国は，これを，後見的 ・補充的に監督す るにとどまる。

そ して，民法719条1項 前段 の共 同不法 行為 が成 立す るためには，客観的

にみて一個の共同行為があるとみ られ ることが必要 と解 される（加藤一郎 ・不法

行為 〔増補版〕205ペ ー ジ以下参 照）ところ，被 告 国の規制権限の行使は，対

象者 の 自由な活動 に一定の制約を課 し，不利益を与えるものであって，対象者

に対 し，責任や注意義務 を軽減 し，免責す るとい う性格 のものではなく，両者

は次元を異にす る責任である。また，被告国 と被告東電では，安全対策の要否

を検討するために必要な情報の収集や，これを分析する能力に大きな差があり，
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同 じ情報 を把握 していた として も，被告 国と被告東電では検討 に要す る時間を

異にす る上，何 らかの対策が必要 との結論に達 した として も，それか ら，規制

権限の行使に至 るためには，様 々な過程 を経 る必要のあることも考慮す ると，

被告国の規制権限行使 と規制対象者である原子力事業者の不法行為 との間に，

客観 的にみて一個の不法行為があるとみることはできない。

そ うす ると，仮に被告国の規制権 限不行使について，国賠法1条1項 の違 法

が認 め られ る として も， これ と被告東電の不法行為 は，共同不法行為 とはな ら

ず，単に不法行為が競合 しているにすぎないこととなる。

この ような場合において，損害の公平な分担 とい う損害賠償 の基本理念に照

らし，前記諸事情を勘案す ると，被告 国の責任 の範囲は，第一次的責任者 であ

る被告東電に比 して，相当程度限定 されたものになるべきである（関西水俣病訴

訟に係 る大阪高裁平成13年4月27日 判 決 ・判例 時報1761号3ペ ー ジ，

じん肺 訴訟 に係 る札 幌高裁平成16年12月15日 判 決 ・判例 時報1901号

71ペ ー ジ，福 岡高裁 平成13年7月19日 判 決 ・判 例 時報1785号89ペ

ー ジ，福 岡地裁 平成19年8． 月1日 判 決 ・判 例 時報1989号135ペ ー ジ等

参 照）。

第12ま とめ

以上のとお り，原告 らは，本件訴訟において平穏生活権を侵害 されたなどと

主張して慰謝料の支払を求めているが，中間指針等は，原賠審における法律，

医療又は原子力工学等に関する学識経験を有する者による審議を経た上で策定

されたものであり，低線量被ばくに関する合理的な知見を基に設定した避難区

域等を前提として，自動車損害賠償責任保険における慰謝料や民事交通事故訴

訟損害賠償額算定基準による期間経過に伴 う慰謝料の変動状況等を参考に賠償

の目安を示したものであることからすると，中間指針等で示された賠償の範囲

や項 目の目安は，裁判規範ではないものの，合理的な内容を定めたものとい う
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ことができる。また，中間指針等に関す る策定経過の議事録を子細 に検討する

と， 中間指針等 の策定に当たっては，被災者救済に力点を置いた政策的観点が

加味 されてお り， この ことか らしても，中間指針等で示 された賠償 の範囲や項

目の 目安は，被災者に十分配慮 したものとい うことができる。

したがって，中間指針等で示 された賠償の 目安 を超 える部分については，個

別事情に基づ く主張立証がな され ない限 り，福 島第一発電所事故 との間に相 当

因果 関係 が認 め られる損害 とはいえない し，被告国が二次的かつ補完的責任 を

負 うにすぎない ことに照 らせ ば，万が一，被告国の賠償責任 が認 め られた場合

にも，その責任の範囲は，被告東電 に比 して相 当程度 限定 された ものになるべ

きところ，これまで被告東電が支払 ってきた賠償額 を超 えるものではなく，既

に弁済により填補 されているとい うべきである。

以 上
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略称語句使用一覧表

略称 基 本 用 語 使用書面 ペー ジ 備考

訴状訂正申立書 平成25年6． 月10日 付 け訴 状訂 正 答弁書

申立書
1

訴状 訴状訂正申立書別添の訴状 答弁書

1

福島第一発電所 東京電力福島第一原子力発電所 答弁書

2

本件将来請求 請 求 の趣 旨第3項 （2），第4項 （2）及 答弁書
6

び第5項 （2）の各請求の うち本件訴

訟事実審口頭弁論終結日後の支払を
求める部分 2

被告東電 相被告東京電力株式会社 答弁書

5

福島第一発電所 平成23年3月11日 に被告東電の 答弁書

事故 福島第一発電所において放射性物質
が放出される事故 5

国会事故調査報 国会における第三者機関による調査 答弁書

告書 委員会が発表 した平成24年7月5

日付け報告書 8

INES 国際原子力 ・放射線事象評価尺度 答弁書

11

ソ連 旧 ソビエ ト連邦 答弁書

11

炉規法 核原料物質，核燃料物質及び原子炉 答弁書
の規制に関する法律

14

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律 答弁書

16

原賠審査会 原子力損害賠償紛争審査会 答弁書

16

原賠支援機構 原子力損害賠償支援機構 答弁書

17

中間指針 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針 18

中間指針第1次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書

追補 子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針追補
（自主的避難等に係る損害につい
て） （第 一次 追補 ） 18
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中間指針第2次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
追補 子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針第二
次追補 （政府による避難区域等の見
直し等に係る損害について） 26

昭和36年 長期 昭和36年 に原子力委員会 が策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 39

昭和42年 長期 原子力委員会が昭和42年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 40

最終処分計画 特定放射性廃棄物の最終処分に関す 答弁書
る計画

41

機構 原子力発電環境整備機構 答弁書

41

昭和53年 長期 原子力委員会が昭和53年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 42

昭和57年 長期 原子力委員会が昭和57年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

昭和62年 長期 原子力委員会が昭和62年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

平成6年 長期計 原子力委員会が平成6年6、 月24日 答弁書
画 に新たな 「原子力の研究，開発及び

利用に関する長期計画」 46

平成12年 長期 原子力委員会が平成12年11月2 答弁書

計画 4日 に新たな 「原子力の研究，開発

及び利用に関する長期計画」 47

「長期評価」 三陸沖から房総沖にかけての地震活 答弁書
動の長期評価について

53

政府事故調査中 政府に設置された東京電力福島原子 答弁書

間報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員会作成の平成23年12月26日

付け 「中間報告」 55

国賠法 国家賠 償 法 （昭和22年10． 月27 答弁書
日法律 第125号 ）

57

放射線障害防止 放射性 同位元素等による放射線障害 第1準 備書面
法 の防止に関する法律

5

原災法 原子力災害への対応を規定した原子 第1準 備書面
力災害対策特別措置法

5

一74一



h

省令62号 発電用原子力設備に関する技術基準 第1準 備書面
を定める省令

7

保安院 原子力安全 ・保安院 第1準 備書面

11

JNES 独立行政法人原子力安全基盤機構 第1準 備書面

14

本件設置等許可 福島第一発電所1号 機 については， 第1準 備書面

処分 昭 和41年12月1日 ， 同2号 機 に
つ い て は ， 昭 和43年3月29日 ，

同3号 機 につい て は，昭和45年1

月23日 ， 同4号 機 につ いて は， 昭

和47年1月11日 にそれ ぞれ され

た設置 （変更）許可処分
16

後段規制 設計及び工事の方法の認可から施設 第1準 備書面
定期検査までの規制

17

昭和39年 原子 昭和39年5月27日 に原子力委員 第1準 備書面

炉立地審査指針 会によって策定された原子炉立地審
査指針

19

昭和45年 安全 昭和45年4． 月18日 に動力 炉安 全 第1準 備書面

設計審査指針 基準専門部会によって策定され同月
23日 に原子力委員会において も了

承 された 「軽水炉についての安全設

計に関する審査指針について」
19

平成13年 安全 昭和45年 安全設計審査指針 は，昭 第1準 備書面

設計審査指針 和52年6月 にその全面改訂が行 わ

れ，平成2年8月30日 付 け原 子力

安全委員会決定により全面改訂がさ
れ，平成13年3月29日 に国際放

射線防護委員会による1990年 勧

告を受けて一部改訂がされた
25

平成13年 耐震 平成13年3月29日 に改訂 され た 第1準 備書面

設計審査指針 耐震設計審査指針

26

平成18年 耐震 平成18年9． 月19日 ，原 子力 安全 第1準 備書面

設計審査指針 委員会において，決定された耐震設

計審査指針
30
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本件地震 平成23年3月11日 の東北地方太 第1準 備書面

平洋沖地震

35

電気事業法 平成24年 法律第47号 による改正 第2準 備書面

前の電気事業法
1

ク ロ ロキン最高 最高裁判所平成7年6月23日 第二 第2準 備書面

裁判決 小法廷判決 ・民集49巻6号160
0ペ ー ジ 3

宅建業者最高裁 最高裁平成元年11月24日 第二小 第2準 備書面

判決 法廷判決 ・民集43巻10号116
9ペ ー ジ 5

本件各判決 宅建業者最高裁判決，クロロキン最 第2準 備書面
高裁判決，筑豊じん肺最高裁判決及
び関西水俣病最高裁判決 7

ク ロ ロキ ン最 高 宅建業者最高裁判決及びクロロキン 第2準 備書面

裁判決等 最高裁判決
7

筑豊じん肺最高 筑豊じん肺最高裁判決及び関西水俣 第2準 備書面

裁判決等 病最高裁判決
7

宅建業法 宅地建物取引業法 第2準 備書面

8

水質二法 公共用水域の水質の保全に関する法 第2準 備書面
律及び工場排水等の規制に関する法
律 13

その他の規制措 日本薬局方からの削除や製造の承認 第2準 備書面

置 の取消しの措置以外の規制措置
16

延宝房総沖地震 慶 長三 陸地 震 （1611年 ）及 び1 第2準 備書面
677年11月 の地震

31

津波評価技術 原子力発電所の津波評価技術 第2準 備書面

33

政府事故調査最 政府に設置された東京電力福島原子 第2準 備書面

終報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員会作成の平成24年7月23日 付
け 「最終報告書」

51

貞観津波 西暦869年 に東北地方沿岸 を襲 っ 第2準 備書面
た巨大地震によって東北地方に到来

したとされている津波

54

スマ トラ沖地震 平成16年 イ ン ドネ シア のスマ トラ 第2準 備書面
島沖で発生した地震

57

一76一



マイアミ論文 被告東電の原子力技術 ・品質安全部 第2準 備書面
員が平成18年7月 に米 国マイア ミ
で開催 された第14回 原子力工学国

際会議で発表した論文
59

女川発電所 東北電力株式会社女川原子力発電所 第2準 備書面

63

浜岡発電所 中部電力株式会社浜岡原子力発電所 第2準 備書面

，

63

大飯発電所 関西電力株式会社大飯発電所 第2準 備書面

63

泊発電所 北海道電力株式会社泊発電所 第2準 備書面

63

佐竹ほか （20 平成20年 に刊行 された 「石巻 ・仙 第2準 備書面
08） 台平野における869年 貞観津波の

数 値 シ ミュ レー シ ョン」 （佐竹 健

治 ・行 谷佑一 ・山木滋 ） と題す る論

文 77

合同WG 総合資源エネルギー調査会原子力安 第2準 備書面
全 ・保安部会耐震 ・構造設計小委員

会 地震 ・津波 ， 地質 ・地盤 合 同 ワー

キンググループ
79

本件各評価書 「耐震設計審査指針の改訂に伴 う東 第2準 備書面
京電力株式会社福島第一原子力発電
所5号 機耐震安全性に係る中間報告
の評価について」及び 「耐震設計審

査指針の改訂に伴 う東京電力株式会
社福島第二原子力発電所4号 機耐震
安全性に係る中間報告の評価につい
て 」

79

原告ら準備書面 原告 らの2013（ 平成25） 年1 第4準 備書面

（2） 1月7日 付 け準備 書 面 （2）

1

福島第二発電所 被告東電の福島第二原子力発電所 第4準 備書面

11

原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年3 第5準 備書面

（10） 月12日 付 け準備 書 面 （10）

1
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原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年5 第5準 備書面

（13） 月7日 付 け準備 書 面 （13）
1

筑豊じん肺最高 最高裁判所平成16年4月27日 第 第5準 備書面

裁判決 三小法廷判決 ・民集58巻4号10

32ペ ー ジ 39

関西水俣病最高 最高裁判所平成16年10月15日 第5準 備書面

裁判決 第二小法廷判決 ・民集58巻7号1
802ペ ー ジ 40

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年3 第6準 備書面

（11） 月5日 付 け準備 書 面 （11）
1

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年5 第6準 備書面

（14） 月7日 付 け準備 書 面 （14）
1

安全設計審査指 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第6準 備書面

針 全設計審査指針
55

耐震設計審査指 発電用原子炉施設に関する耐震設計 第6準 備書面

針 審査指針
55

使用停止等処分 平成24年 改正後 の炉規法43条 の 第6準 備書面
3の23に 定める保安のために必要

な措置 79

原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年1 第7準 備書面

（18） 0．月29日 付 け準備 書面 （18）

1

事故解析評価 原子炉設置許可処分申請に際して申 第8準 備書面

請者が実施する事故防止対策に係る
解析評価 7

安全評価審査指 発電用軽水型原子炉施設の安全評価 第8準 備書面

針 に関する審査指針
12

起因事象 異常や事故の発端となる事象 第8準 備書面

25

安全系 原子炉施設の重要度の特に高い安全 第8準 備書面

機能を有する系統
26

原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年3 第9準 備書面

（21） 月12日 付 け準備 書面 （21）
1

添田氏 添田孝史氏 第9準 備書面

1

島崎氏 東京大学教授島崎邦彦氏 第9準 備書面

5

原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年3 第10準 備書面

（22） 月12日 付 け準備 書面 （22）
1
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原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年5 第11準 備書面

（23） 月8日 付 け準備 書 面 （23）
1

実用炉規則 実用発電用原子炉の設置，運転等に 第11準 備書面

関する規則
4

設置許可基準規 実用発電用原子炉及びその附属施設 第11準 備書面
則 の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則 （平成25年 原子力規制委員

会規則第5号 ） 23

バ ックチ ェ ック 新耐震設計審査指針に照らした既設 第11準 備書面
ノレー ル ・ 発電用原子炉施設等の耐震安全性の

評価及び確認に当たっての基本的な

考え方並びに評価手法及び確認基準
につい て 29

伊方原発訴訟最 最 高裁判 所平 成4年10． 月29日 第 第11準 備書面
高裁判決 一小法廷判決 ・民集46巻7号11

74ペ ー ジ
31

原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年7 第12準 備書面

（25） ．月15日 付 け準備 書 面 （25）

1

平成3年 溢水事 平 成3年10． 月30日 に発 生 した福 第12準 備書面

故 島第一発電所1号 機補機冷却水系海
水配管からの海水漏洩

1

政府事故調査委 政府に設置された東京電力福島原子 第12準 備書面

員会 力発電所における事故調査 ・検証委

員会 12

昭和52年 安全 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面
設計審査指針 全設計審査指針 （昭和52年6月1

4日 原子力委員会決定） 21

平成2年 安全設 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面
計審査指針 全設計審査指針 （平成2年8． 月30

日原子力安全委員会決定）
22

基準津波 設計基準対象施設に大きな影響を及 第12準 備書面
ぼすおそれがある津波

29

岡本教授 東京大学大学院工学系研究科岡本孝 第13準 備書面
司教授

8

山口教授 東京大学大学院工学系研究科山口明 第13準 備書面
教授

11

津村博士 財団法人地震予知総合研究振興会地 第13準 備書面
震防災調査研究部副首席主任研究員
津村建四朗博士 12

筒井氏 筒井哲郎氏 第13準 備書面

13

佐竹氏 佐竹健治氏 第14準 備書面

1
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都司氏 都司嘉宣氏 第14準 備書面

1

深尾 ・神定論文 昭和55（1980） 年 に発 表 され 第14準 備書面

た深尾良夫 ・神定健二 「日本海溝の

内壁直下の低周波地震ゾーン」 と題
する論文 61

松澤教授 東北大学大学院理学研究科附属地 第14準 備書面
震 ・噴火予知研究観測センター長を
務める同研究科の松澤暢教授 95

阿部 （199 1999年 に発表 された阿部氏の論 第14準 備書面
9） 文 「遡上高を用いたMtの 決定 一歴

史津波への応用1 108

新規制基準 実用発電用原子炉及びその附属施設 第15準 備書面
の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則 8

推進本部 文部科学省地震調査研究推進本部 第18準 備書面

3

長期評価の見解 長期評価の中で示 された 「明治三陸 第18準 備書面
地震と同様の地震が三陸沖北部から
房総沖の海溝寄 りの領域内のどこで

も発生する可能性があるとする見

解 」
3

本件津波 平 成23年3月11日 に発 生 した本 第18準 備書面

件地震に伴う津波
4

佐竹教授 東京大学地震研究所地震火山情報セ 第18準 備書面
ンター長佐竹健治教授

20

今村教授 東北大学災害科学国際研究所所長 ・第18準 備書面
同研究所災害リスク研究部門津波工
学研究分野今村文彦教授

20

首藤名誉教授 東北大学首藤伸夫名誉教授 第18準 備書面

20

谷岡教授 北海道大学大学院理学研究院附属地 第18準 備書面
震火山研究観測セ ンター長谷岡勇市

郎教授
20

笠原名誉教授 北海道大学笠原稔名誉教授 第18準 備書面

20

阿部博士 原子力規制庁技術参与阿部清治博士 第18準 備書面

20

青木氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面
管理官青木一哉氏

21

名倉氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面
管理官付安全管理調査官名倉繁樹氏

21
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酒井博士
一般財団法人電力中央研究所原子力 第18準 備書面
リス ク研 究 セ ンター研 究 コー デ ィ

ネーター酒井俊朗博士
21

4省 庁報告書 建設省，農水省，水産庁及び運輸省 第18準 備書面
が策定した 「太平洋沿岸部地震津波

防災計画手法調査報告書」
49

7省 庁手引 建 設省 ，農 水省 ， 水産庁 ，運 輸省 ， 第18準 備書面

国土庁，気象庁及び消防庁が策定し
た 「地域防災計画における津波対策

強化の手引き」
49

日本海溝 ・千島 中央防災会議に設置された 「日本海 第18準 備書面

海溝調査会 溝 ・千島海溝周辺海溝型地震に関す
る専門調査会」

49

日本海溝 ・千島 日本海溝 ・千島海溝調査会による報 第18準 備書面

海溝報告書 告

49

推進地域 日本海溝 ・千島海溝周辺海溝型地震 第18準 備書面

防災対策推進地域

113

技術基準 発電用原子力設備に関する技術基準 第18準 備書面

133

平成20年 試算 被告東電が平成20年 に行 った明治 第18準 備書面
三陸地震の波源モデルを福島県沖に

置いてその影響を測るなどの試算
156

試算津波 平成20年 試算 による想定津波 第18準 備書面

172

東通発電所 東京電力株式会社東通原子力発電所 第19準 備書面
2

総合基本施策 地震調査研究の推進について 第19準 備書面

6

川原氏 保安院原子力発電安全審査課元耐震 第19準 備書面
班長川原修司氏 15

高橋教授 関西大学社会安全学部教授高橋智幸 第20準 備書面
氏 14

津波PRA標 準 日本原子力学会による規格 「原子力 第20準 備書面

発電所に対する津波を起因とした確
率論的 リスク評価に関する実施基

準 ：2011」 20

津波評価技術2 土木学会による 「原子力発電所の津 第20準 備書面
016 波評価技術2016」

23

重大事故等 重大事故 （炉規法43条 の3の6第 第20準 備書面
1項3号 ，実用炉規則4条 ）や重大

事故 に至るおそれがある事故 26
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大竹名誉教授 東北大学名誉教授大竹政和氏 第21準 備書面
2

IAEA 国際原子力機関 第22準 備書面
1

IAEA事 務局 IAEAが 平成27年9． 月 に公表 し 第22準 備書面

長報告書 たIAEA福 島第一原子力発電所事

故事務局長報告書
1

IAEA技 術文 IAEA事 務局長報告書の附属文書 第22準 備書面

書2 で5巻 か ら成 る技術文書の うちの第

2巻
1

バ ックチ ェ ック 新耐震指針に照らした既設発電用原 第23準 備書面
ノレ ー ノ↓／ 子炉施設等の耐震安全性の評価及び

確認に当たっての基本的な考え方並
びに評価手法及び確認基準について
（平成18年9． 月20日 原 子力 安

全 ・保安院決定）

24

谷岡 ・佐竹論文 谷岡勇市郎，佐竹健治 「津波地震は 第23準 備書面

どこで起 こるか 明治三陸津波から
100年 」 （平成8年 ）

36

電事連 電気事業連合会 第23準 備書面
77

NUPEC 財団法人原子力発電技術機構 第23準 備書面
77

東北電力 東北電力株式会社 第23準 備書面
79

深尾 ・神定論文 深尾良夫 ・神定健二 「日本海溝の内 第24準 備書面

壁直下の低周波地震 ゾー ン」
5

松澤 ・内田論文 松澤暢，内田直希 「地震観測から見 第24準 備書面

た東北地方太平洋下における津波地
震発生の可能性」 （平成15年 ）

7

西村氏 西村功氏 第24準 備書面
14

渡辺氏 渡辺敦雄氏 第26準 備書面
3

渡辺意見書 渡辺敦雄氏作成の意見書 第26準 備書面
3

筒井氏ら 筒井哲郎氏及び後藤政志氏 第26準 備書面
6

刑事事件 被告東電元役員らを被告人とする刑 第27準 備書面
事事件

7

耐震 バ ックチ ェ 保安院が，原子力事業者等に対 し， 第27準 備書面

ック指示 福島第一原発を含む既設の発電用原
子炉施設について，平成18年 耐震

設計審査指針に照らした耐震安全性
の評価を実施 し，その結果を報告す

ることを求めた指示
11
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耐震バックチェ 耐震バックチェック指示を受けて被 第27準 備書面
ッ ク 告東電ほかの原子力事業者が行う評

価や同評価に係る規制側における審
査

11

土木調査グルー 被告東電原子力設備管理部新潟県中 第27準 備書面
プ 越沖地震対策センター土木グループ

（土木調査グループを始めとする複

数グループに改変されたため，時点
を限 らず 表記 を統 一す る。 ）

13

酒井GM 土木調査グループマネージャー酒井 第27準 備書面

博士 （「酒井博士」 と同義）
13

高尾氏 ． 土木調査グループ課長高尾誠氏 第27準 備書面
13

金戸氏 土木調査グループ金戸俊道氏 第27準 備書面
13

東電設計 東電設計株式会社 第27準 備書面

13

茨城県波源モデ 「延宝房総沖地震津波の千葉県沿岸 第27準 備書面
ノレ ～福島県沿岸での痕跡高調査」にお

いて検討された延宝房総沖地震に係
る波源モデル

14

日本原電 日本原子力発電株式会社 第27準 備書面
15

JAEA 日本原子力研究開発機構 第27準 備書面
16

東京高裁今村証 別訴 （東京高裁平成29年 （ネ）第 第27準 備書面
言 2620号 ）における今村教授 の証

言
口

20

津波担当部署 土木調査グループのほか，被告東電 第27準 備 書面
の土木技術 グループ，建築グルー

プ，機器耐震技術グループ等の津波

評価及び津波対策担当部署
25

武藤副本部長 被告東電原子力 ・立地本部副本部長 第27準 備書面
武藤栄氏

25

吉田部長 被告東電原子力設備管理部長吉田昌 第27準 備書面
郎氏

25

山下センター長 被告東電原子力設備管理部新潟県中 第27準 備書面
越沖地震対策センター長 山下和彦氏

25

東電津波対応方 耐震バックチェックに対する被告東 第27準 備書面
針 電の対応方針

28
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阿部氏 阿部勝征東京大学名誉教授 ・地震調 第27準 備書面
査研究セ ンター所長

29

岡村委員 合同WG委 員岡村行信氏 第27準 備書面
77

名古屋地裁判決 名古屋地方裁判所平成25年 （ワ）第 第29準 備書面
2710号 令 和元年8月2日 判決

5

二段階審査 具体的審査基準に不合理な点がある 第29準 備書面
か否かを審査 し（第一段階の審査），

更に同基準に適合するとした判断の

過程に看過 し難い過誤，欠落がある
か否かを審査する（第二段階の審査）

手法
7

10m盤 O．P． 十10メ ー トノレ］盤 第30準 備書面

11

基準津波 供用中に当該設計基準対象施設に大 第30準 備 書面
きな影響を及ぼすおそれがある津波

22

審査ガイ ド 基準津波及び耐津波設計方針に係る 第30準 備書面
審査ガイ ド

22

東京電力津波調 「福島第一原子力発電所及び福島第 第30準 備書面
査報告書 二原子力発電所における平成23年

東北地方太平洋沖地震により発生し
た津波の調査結果に係 る報告 （その
2） 」

25

4m盤 0．P． 十4メ ー トノレ盤i 第30準 備書面

33

朝倉式 朝倉良介氏 らが 「護岸を越流 した津 第30準 備書面

波 による波力に関す る実験的研究」
と題する論文において公表 した評価

式 38

平成29年 福 島 福島地方裁判所平成25年 （ワ）第3 第30準 備書面
地裁判決 8号 ほか平成29年10 ．月10日 判

決
79

柏崎刈羽発電所 被告東電柏崎刈羽原子力発電所 第30準 備書面
80

東海第二発電所 日本原電東海第二発電所 第30準 備書面
80

中部電力 中部電力株式会社 第30準 備書面

96
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筒井氏ら意見書 筒井氏 らの作成にかかる平成28年 第31準 備書面

① 4月20日 付 け意見書

9

35rn盤 0．P． 十35メ ー トノレ盤 第31準 備書面

9

電気室等の新設 35m盤 の高台 に電源設備全てを格 第31準 備書面
納 した建屋 （電気室）に非常用ディー
ゼル発電機及び燃料タンクを新設す

るこ と
9

最終 ヒー トシン 最終ヒー トシンク確保のための対策 第31準 備書面
ク確保対策 として，冷却用海水ポンプの被水に

よる機能喪失を防ぐための対策を講
じる こ と

9

3つ の対策 電気室等の新設 と最終 ヒー トシンク 第31準 備書面

確保対策
9

付加的対策 防潮堤の設置，可搬式過酷事故対策 第31準 備書面
設備 の設置，建屋等の水密化，非常

用淡水注入システムの新設 といった

対策 9

筒井氏ら意見書 筒 井氏 らの平成29年5月 一23日 付 第31準 備書面

② け意見書
10

筒井氏ら意見書 平成30年6． 月5日 付 け意 見 書 （2） 第31準 備書面
③

10

筒井氏ら意見書 筒井氏ら意見書①ないし③ 第31準 備書面

10

島根発電所 中国電力株式会社島根原子力発電所 第31準 備書面

14

M／C 高圧電源盤 第31準 備書面

15

P／C パ ワー セ ン ター 第31準 備書面

15

MCC モ ー タ ー コ ン トロー ル セ ン タ ー 第31準 備書面

15

既設ケーブル 原子炉建屋等の建屋内の電源盤から 第31準 備書面
機器への既設 ケーブル

で

32

新設ケーブル 高台に新設する電気室等から原子炉 第31準 備書面
建屋 までのケーブル

32
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浜岡二重扉方式 浜岡発電所原子炉建屋大物搬入口に 第31準 備書面
対する津波防護対策において採用さ
れた強度強化扉及び水密扉による対
策

64

工認審査ガイ ド 耐津波設計に係る工認審査ガイド 第31準 備書面

67

「地震地体構造の 「地震地体構造の同一性」が認められ 第32準 備書面
同一性」に係る検 るためには，①既往地震としてメカニズ

討事項① ムと発生領域がある程度特定され，モ

デルが設定できる地震が存在すること

を前提に検討する事項
14

「地震地体構造の 「地震地体構造の同一性」が認められ 第32準 備書面
同一性」に係る検 るためには，当該地震を発生させたメ

討事項② カニズムを踏まえ，プ レー トの固着 状 況

や堆積物（付加体）の状況等から当該

地震が発生した領域と同一性，近似性
が認められる領域を検討する事項

14

松山氏 松山昌史氏 第32準 備書面

33

4省 庁報告書等 4省 庁報告書及び7省 庁手引 第33準 備書面

8

設計上の想定津 設計基準として想定すべき津波 第33準 備書面

波
9

電共研 電力共通研究 第33準 備書面

10

産総研 産業技術総合研究所 第33準 備書面

16

澤井氏 澤井祐紀氏 第33準 備書面

16

佐藤氏 佐藤暁氏 第37準 備書面

6

佐藤氏意見書 佐藤氏が作成した意見書 第37準 備書面

6
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佐藤氏の意見等 佐藤氏意見書並びに平成31年1月 第37準 備書面
18日 及 び令和 元年5月24日 に別

件訴訟（福島地裁郡山支部平成27
年 （ワ）第255号 ほか）におい て実

施された証人尋問での佐藤氏の証言
6

非常用ガスター 緊急用自家発電機 第38準 備書面
ビン発電機

4

工業製品等 工業製品や設備 第38準 備 書面

9

中間指針 平成23年8月5日 付 け 「東京電力 第39準 備書面
株式会社福島第一，第二原子力発電

所事故による原子力損害の範囲の判
定等に関する中間指針」

5

中間指針第一次 平成23年12月6日 付 け 「東京 電 第39準 備書面
追補 力株式会社福島第一，第二原子力発

電所事故による原子力損害の範囲の
判定等に関する中間指針追補 （自主
的避難等に係る損害について）」

5

中間指針第二次 平成24年3． 月16日 付 け 「東京 電 第39準 備書面

追補 力株式会社福島第一，第二原子力発
電所事故による原子力損害の範囲の
判定等に関する中間指針第二次追補
（政府による避難区域等の見直 し等
に係る損害について）」

5

中間指針第四次 平成25年12月26日 付 け 「東 京 第39準 備書面
追補 電力株式会社福島第一，第二原子力

発電所事故による原子力損害の範囲
の判定等に関する中間指針第四次追

補（避難指示の長期化等に係る損害
につ いて）」

6

中間指針等 中間指針，中間指針第一次追補，中 第39準 備書面

間指針第二次追補及び中間指針第四
次追補

6

原賠審 原子力損害賠償紛争審査会 第39準 備書面

6

1999年 勧 告 ICRP「Publication 第39準 備書面
82長 期放射線被 ばく状況におけ

る公衆の防護」

11
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1992年 勧 告 ICRPPublication 第39準 備書面
63

26

佐々木ほか連名 LNTモ デル の仮説が科学的に証明 第39準 備書面
意見書 された真実として受け入れ られるも

の でな い こ と

33
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